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本稿は一九○○年前後から一九一○年代の一一一池炭鉱の分析をそのおもな課題としている。この時期を一一一池炭鉱の産業
資本確立期およびその後の展開の時期と考えている。したがって、まず産業資本確立期をどのように把握するか、とく
に、後進資本主義国としての日本における産業資本確立期をどのように規定するかを検討しなければならない・その場
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砺合、曰本資本主義の一産業部門である石炭産業の、さらに三池炭鉱の産業資本確立期を論ずることの有効性についても
２
 
あわせて検討しておく必要がある・日本の産業資本確立期の理解をめぐっては一定の研究史の蓄積がある。本稿ではそ
れに新たな理解をつけ加えるというより、その研究の蓄積の上にたって、とくに産業資本確立期の諸指標を具体的に検
討し、実証することに力点をおいている。以上の分析をつうじて、結論的には、三池炭鉱は一九○○年代前半に産業資
本として確立したと考える・このことは本稿の直接の課題とはしなかったが、一応その直後、少くとも一九○○年代後
半には、日本の石炭産業は産業資本確立期に到達したと考える。石炭産業は、日本の産業資本確立過程を分析する際の
主導的産業部門の一つであるから、この結論から、一九○○年代後半は日本の産業資本確立期と推測する。
産業資本確立期をめぐる研究の蓄積の中で、もっともうすい部分は、その段階の賃労働の分析であろう。産業資本確
立期およびそれ以後を、おもに技術史的な観点から理解し、分析するために、従来その段階にみあった賃労働の創出、
再編、さらに資本と賃労働の本格的対抗関係の成立について分析がうすれがちであった。本稿では三池炭鉱において、
産業資本確立後、その段階にみあった賃労働として一一つの形態を析出しようとしている。
その一つは、坑内へ機械が導入された後、機械に付属するが、一方陶冶されるべき主体としての「近代的」な炭鉱労
働者を措定している。「近代的」ということの内容については検討がまだ不充分であるが、真の意味での「自由な賃労
働」とは必ずしもいえないが、相対的に自由で、相対的に安定した労働条件と生活条件とを有し、労働者家族を形成
し、賃労働の再生産をおこなっている部分をさしている。これらは、いずれも坑内の労働過程Ⅱ基軸部門の過程で労働
に従事している・相対的とした意味は、もう一つの賃労働の形態が同時に存在しているからである。これは囚人労働、
納屋制的労働、与論労働に代表され、貧農をそれに吸収して形成された所の、「半隷奴」的賃労働である。これは暴力
的拘束をうけ、非人間的労働条件とスラム以下的生活条件の下で、まさに「半隷奴」的労働を強いられ、おもに坑内外
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の雑役に従事していた。前者において相対的という表現を用いたのは、後者の賃労働に前者が規定される側面に注目す
るからにほかならない。この賃労働の二形態は、一応概念的に措定しているが、本稿では前者、すなわち「近代的」炭
鉱労働者の創出の過程を中心にして、三池炭鉱の資本・賃労働関係の特質を分析しておきたい。
最後に一一一池炭鉱の分析と三井財閥研究との関連について若干ふれておきたい。本稿では一一一池炭鉱を日本の石炭産業の
中に位置ずけることに主力をおいて分析しているが、もう一方の三井財閥の中ではたした役割については一部分しかふ
れていない。産業資本確立期の整理をつうじてあきらかにきれるが、曰本の産業資本確立過程を主導する産業部門のう
ち、石炭産業を除いた綿業、製鉄業、機械工業などの産業部門と三井財閥との関係はきわめて弱いものである。とく
に、三井は綿糸紡績業や製鉄業などもっとも主導的な産業部門を直接に掌握していないのである。三池炭鉱を中心とし
た石炭産業をつうじて、三井財閥は日本の産業資本確立過程にわずかにリンクするのであるが、こうした一一一井財閥の資
本蓄積の特殊性は三井財閥の研究の重要な論点のひとつとなろう。このことは一一一井財閥にかぎらず、他の財閥資本にも
共通している。したがって、日本資本主義の全体像の把握のための一つのカギともなっているが、別稿にゆずりたい。
本稿は、はじめに少しふれたように、日本の産業資本確立期をめぐる理論的成果を土台として、それを実証的に深化
させることを重要な一つの柱としている。したがって、まず日本の産業資本確立期をどう把握するか、いいかえると、
研究史の整理をすることによって、そのよるべき理論的到達点をあきらかにする。ざらに、それを石炭産業という一産
業部門に適用し、分析することの意義を確認し、実証分析の際に課題とされるべき当面の問題点を引き出すことにした
い。いわば、次章一一以下の論証のてがかりとするために、日本の産業資本確立期の研究史の整理をするわけである。石
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炭産業における産業資本確立期の問題、とくにその研究史の整理に限っては、一一一においてふれることにする。
日本の産業資本確立期の研究の理論上の問題として、中村政則氏は正当に次の一一一点、すなわち、「円産業革命（以下、
、
、
、
も
も同様であるが、とくにことわらないかぎり一般的に産業資本確立期と同意である‐１１筆者）の始点と終点をどこにおくか、ｐそ
（■上）
の指標は何か、㈲産業革命を主導する基軸部門、支配的資本を何とみるか」をあげている。［ロ本の産業資本確立期をめ
ぐる戦前からの研究史の蓄積の上にたって、現時点での問題点をきわめて簡明に整理しているといえよう。
この一一一点について、戦前においては山田盛太郎『日本資本主義分析』（以下、本章でとりあげるかぎり、『分析』と略す）
の次の規定が最も高い水準として、提出されている。「総じて、産業資本の確立は、一般的には、生産手段生産部門と
消費資料生産部門との総括に表現せられる社会的総資本の、それ自体の本格的な意味での再生産軌道への定置によって
示され、特殊的には衣料生産の量的及び質的な発展を前提条件とする所の、労働手段生産の見透しの確立によって示さ
（ｍｏ） 
れふ］』その産業資本の確立の時期を「日本においては、略明治一二十年乃至四十年の頃と推断」している。
その後の研究は右の規定と確立時期をめぐっての論争として展開してきたといってＩも過一一一一口ではない。また、山田氏の
分析方法、叙述方法などに不充分さは多く指摘されているが、現在においても、先の規定は新たな課題を我々に提起
分析方法、叙述・
し
つ
づ
け
て
い
る
。
さて『分析』（
さて『分析』の規定に対する批判のうち、とくに戦後のものとしては、中村氏が指摘するように、揖西光速・加藤俊彦
・大島清・大内力著『日本資本主義の成立Ⅱ』・『日本資本主義の発展Ｉ』、古島敏雄箸「産業資本の確立」（岩波講座
『日本歴史』近代４所収）があげられる。この一一箸を含めて、大石嘉一郎氏は「日本における『産業資本確立期』につい
てＩ最近の『通説」批判の検討ｌ」（『社会科学研究」’六‐四・五合併号）において研究史の批判的検討をおこなって
（４） 
いる。この諭文で、大石氏は『分析』を「日本資本主義についての唯一の最も体系的な分析」とし、その規定の継承。
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右の論文は、Ｈ日本資本主義確立期研究の視角と方法、ロ産業革命ｌ産業資本確立期の一般的規定と具体的規定、
㈲日本における産業革命ｌ産業資本確立期についての一一一つから構成されている。Ｈにおいては主に『分析』の規定の再
検討にあてられ、㈲においては前に若干ふれた研究史の整理にあてられているので省略し、ここでは直接関係のあるロ
の部分について、少しくわしく検討してみることにしたい。
まず、産業革命の概念を「いちおう、資本制社会の成立過程における急激な技術変革を基礎とする国民経済の全体制
（８） 
的な変革」と規定し、それにもとずいて一般的規定をおこなっている。「以上の一般的理一諏的規定は、抽象的法則Ⅱ傾
向であって、そのまま歴史的具体的たりえない。産業革命Ｉ産業資本確立の具体的過程は、国と時代を異にするにした
がってその形態が異なり、一般的規定がほぼ古典的な形態で且〈体化したのは、最も先進的な、『世界の工場』たるイギ
５
 
発展を明確に愈織している。この論文で櫛西氏らの研究を「段階論」、古品氏を「自生的発展段階論」とし、さらに星
埜惇氏の研究（『日本股業発展の論理』など）を「社会構成体移行論」として含め、批判の視点を提出された。この批判は
（５） 
後の論文「日本資本主義確立期に関する若干の理論的問題」の中でも展開されている。この大石氏の二論文に対し、中
村氏は「『分析』以後の産業革命研究の動向とその問題点をさすがに手ぎわよく整理したものであるが、あまりにも「分
析』の読み込みに力点がおかれすぎていて、自説の積極的展開に乏しい」とし、さらに「それ自体は正当な指摘も、極
（６） 
（７） 
めて一般的、抽象的段階にとどまっている」としている。しかしながら、戦後の産業資本確立期の研究史の大きな流れ
を的確にとらえ、当面の理論的課題を設定し、実証分析の柱を提起した意義は大きい・その意味では、今後の産業資本
確立期の研究の方向をさし示めしたものといっても過言ではない。
以下、本稿にかかわる部分、とくに「日本資本主義確立期に関する若干の理論的問題」で示された大石氏の見解を次
にかんたんに整理しておきたい。
リまず、特殊的規定を明らかにするために古典的展開のなかで注目すべき点を整理している。古典的展開においては、
第一に機械制生産は、特定の産業部門に自生的に発生し、関連する潅業諸部面に正常な序列と相互連関をもちつつ波及
したこと、第二にながい期間のマーーュファクチュア時代があり、そこにおいて、社会的分業、資本の原始的蓄積、農民
層の分解があったこと、第三に自生的な小生産者層のブルジョア的発展がおこなわれ、生産様式の変革が展開し、また
産業革命にともなって農業革命がおこり、資本制生産様式が全生産部面にわたって支配的になったことをとりだしてい
る。後進資本主義国の特殊的規定をおこなう場合に、古典的展開との煽差とは以上の三点における偏差の問題として、
ルスにおいてだけである。……後進資本主義国の該過程の把握に際しては、それの世界資本主義的発展段階にしめる位
（９） 
置とともに、その古典的展開からの偏差を確定することが必要である」として、後進資本主義国の理解の基本点を一示し
ている。ここで大石氏のいう古典的展開からの「偏差」とは後進資本主義国の産業革命の特殊的規定のことを指してい
る。この論文における大石氏の視角は、大石氏自身も指摘している様に、後進資本主義国の産業革命の特殊的規定を検
出することにあり、古典的展開としてふれられるイギリスの場合も、あくまでそれは、後進資本主義国との偏差の対象
としての意味を与えられていることに注目する必要がある。産業革命の古典的展開、一般的規定をふまえて、まず、消
費資料生産部門（衣料品生産部門）での機械制生産、同部門の生産手段生産、さらに第一部門用生産手段の機械制生産の
方向の確立（産業革命の終了）についてふれている。また上の過程とともに運輸・交通・国内市場形成のそれぞれの意義
及している。
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こうした産業革命ｌ産業資本確立期の古典的展開、｜般的規定を前提にして、次に後進資本主義国の特殊的規定に言
６ 
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）以上が大石氏の特殊的規定の部分である。この中から、とくに重要だと考える諸点を日本の問題を念頭におきつつ、
若干整理をしておきたい。
まず、展開基準としてＨ「後進資本主義国は、世界資本主義の特定の段階と構造のもとで、先進資本主義国の影響・
（、）
それとの対抗の、もとでのみ産業革命を展開する」。したがって世界資本主義の特定の段階と構造の態様、先進国からの
自立化、自生的発展段階からの飛躍をはらんでいる。ロはＨへの対応から後進資本主義国は国際的契機うけた時点で、
「それ自体のもつ自生的な歴史的発展段階Ⅱ構造の様相によって基礎的に規蔵｝される・
・次に、具体的規定として、Ｈ「後進国の産業革命の始期は輸入（ないし模倣）機械の安定的発展的展望をもった定着に
（⑫） 
ある」。産業革命の進展の際、輸入機械の途絶のおそれからた一えず模倣と自立が課題となる。さらに「基幹的産業部門
での資本制生産の世界水準への到達・国内自給の可能性が成立す」（労働手段見透しの確立）るならば、一応これを産業革
（過）
命の終了とみる。また先進国からの機械導入は、かならずしも衣料品生産で先行するわけではないが、産業資本の確立
は、「大衆的な大量の需要をもつ衣料品生産ないし加工食料品生産への機械生産の導入の場合にのみはじめて可能とな
（皿）
る」。口後進国の産業革命は主導する基幹部門が綿工業と並存し、広範におくれた経営様式を残存させる・曰産業革命
を主導する諸部門の産業資本はおくれた経営様式に対して「支配的になる」ことの経済過程を、第一に同一産業部門、
第一一に関連産業部門、第三に異った産業部門のそれぞれの場合について検討している。
最後に実証上の指標して、トィンピーがイギリスの場合にあげた五つの局面と、それに関連して賃労働者数の比重、
工業人口と農業人口との対比、機械制生産の比重、産業構成の変化、国民所得構成の変化などの数量的把握を例として
提出している。
第一は、後進資本主義国の産業革命は、世界資本主義の特定の段階と構造に規定されるということである。これは、
７
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日本資本主義の研究史の到達点の一つであるが、とくにもっともおくれてしかも帝国主義世界体制成立の直前に産業革
命をむかえた日本にとっては、帝国主義という世界体制の理解の仕方ともかかわる重要な問題である。第一一は、産業革
命の始期を輸入機械の安定的定着におき、終了をいわゆる「労働手段生産の見透しの確立」においたことである。終期
についてはすでに「分析』で規定された点であるが、始期については、大石氏の指摘は重要であるがなお若干の検討を
必要とする（後述）。第三は、産業革命を主導する特有の基幹部門が、綿工業と並存して形成されるという点である。産
業革命が消費資料部門、とくに大衆的な衣料品部門である綿業を主導部門として進行することは古典的展開と同様であ
るが、同時に特殊な基幹部門の並存を指摘していることに注目したい。この点は綿工業の機械制生産の確立だけをもっ
て産業資本の確立の指標とする考え方に対立する。さらに、どの産業部門を基幹部門とするかという点でも議論の別れ
るところでもあるので、若干の検討をなお深める必要がある（後述）。第四は、産業資本が、社会的再生産において、
「支配的になる」ことを三つの条件で検討している点である。この場合も、それぞれにおいて、「支配的になる」こと
の具体的内容、指標を何にとるかという検討が課題として、われわれの前に提起されている。大石氏の歴研論文から、
以上の四点を、のちに検討する課題として、ひとまず整理しておきたい。
さて、大石氏のこの見解の総体的な評価は前にふれたが、この見解についての批判を関連する問題にかぎって、少し
大石氏に対する批判は、大内力「資本主義の確立の段階論《乙君への手紙》」（『経済評論』一九六五年二月号）がある
が、それへの評価、および大石氏に対する自己の見解を含めて、中村政則氏は次のように整理している。
まず、大内氏の山田理論・大石論文に対する批判点として、「労働手段と衣料がそれぞれの部門の代表であるという
（西）
理論的根拠はどこにあるのか」、労働手段生産の見透しの確立とは一体何を》＆味するのか、などの根本的な大石氏との
８ 
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第一は、石炭産業という一つの特殊な産業部門をとりだして、産業資本確立を検討することの意味についてである・
大石氏も指摘しているように、産業資本の確立を体制的変革ととらえるならば、綿工業を主導的な基幹部門におくこ
とは当然である。しかし同時に後進資本主義国の場合、綿工業と並存するその他の主導的な基幹部門を指摘している。
日本の場Ａロ、これは製鉄業・工作機械工業、それに石炭産業をあててまずまちがいなかろう。その意味では軍工廠を頂
点に、この一一一つの産業部門をキィ産業としてとらえた「分析』の視角は訂正を必要としない・との一一一つの産業部門、本
くい通いを示している。この批判点にたって大内氏は「綿工業の工場制工場化Ⅱ資本主義の確立、重化学工業の展開・
（妬）
固定資本の巨大化Ⅱ金融資本の成立なるシェーマを対置」している・
こうした両者の論争の焦点を、中村氏は一般的規定としても重工業の機械制大工業の確立をいわなければならないの
か、後進国の特殊的規定は何かの一弓にあるとし、さらに自己の見解をそれにつけ加えている・それによると「理論的
には、『産業資本の確立」はやはり社会的総資本の再生産軌道》への定置と資本と賃労働との対抗関係の本格的成立と把
えるべきであり、歴史具体的には製鉄。石炭・工作機械部門が機械制大工業確立の方向規定性Ⅱ『見透しの確立』を与
（、）
一えられればそれでよい」としている。さらに後進国においては「先進国のごとく中小規模工場であってはならず、初発 も、
から独占的大企業ないし官営企業として出発する以外にない」とし、「重工業の工場制工業化は国家資本ないし独占企
（昭）
業として成立する以外になく、それはまた帝国主義一蛎化の同時進行として現象」するとしている。
後進資本主義国における産業資本確立をめぐって、その理論的整理をかなり紙数をさいておこなってきた・それは最
初にもふれたように、以下の実証を行う際のよりどころとするために研究史の到達点をみきわめるためであった。
さて、本稿で石炭産業の産業資本確立期の分析をおこなうために、以上の孤論的整理をつうじて次の四点を課題とし
て提起しておきたい。
９ 
￣ 
稿では具体的には石炭産業であるが、それぞれの産業資本確立の時期を確定し、さらに消費資料生産部門の産業資本確
虹
・
立期とを定立させることによって、一応、日本の産業資本確立期を考えることができる。したがって、石炭産業の産業
、
、
、
資本確立を論証することは、すべての産業部門の産業資本確立をいうための一部門の実証分析とは質のちがった意味を
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る
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なお一一一池炭鉱の産業資本確立が日本の石炭産業の産業資本確立になるかどうかを検討しておく必要がある。この点
は、一一一においてあらためてふれるが、一応、筑豊・一一一池・北海道の一一一つの炭田の産業資本確立を論じることが必要だと
言える・そり場合、それぞれ、産業資本確立の指標はことなるが、時期的には、いずれも、のちに一一一池炭鉱の場合でみ
第一一は、産業革命ｌ産業資本確立期の指標としての、機械制生産における輸入機械の安定的定着についてである。本
稿は一つの産業部門での分析であるから、その安定的定着ということの内容に少したちいって規定をしておく必要があ
る・前にみたように大石氏は一部門の指標として議論を展開されていたわけではないが、かりに大石氏の指摘に照応さ
せて、産業革命の始期、終期について考えてみよう。一部門での産業革命の始期は作業機械の輸入とし、終期はその産
業部門の基軸部門への世界水準の作業機の安定的定着（世界水準の機械の生産の自立Ｉ製作・修理）ということになる。こ
の始期・終期については、いずれも技術史的な観点からのもので、また必ずしも一定の序列・段階があるとはいえない
ので具体的な検討を必要とする。石炭産業については、次章一一、及び一一一においてさらに深めることとしたい。
第一一一は、同一部門において機械制大工場Ⅱ産業資本が「支配的になる」ことの具体的な指標についてである。いいか
えれば、おくれた生産様式の存在をどう理解するかの問題でもある。輸入機械の導入によって産業資本が確立するとい
う規定から考えて、とくに重工業における産業資本は、最初から独占企業又は官営企業としてしか成立しようがなかつ
○ 
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第四は、産業資本の確立を論ずる場合、資本と賃労働の対抗関係について、ぜひとも分析をする必要がある。『分析』
においては、キィ産業と繊維産業において、「半隷奴的労役形態」という規定をおこない魔業資本確立期の両者の対抗
関係を論じている。しかし、その後の研究はこの課題の重要性をしばしば指摘しながら、『分析』の規定を産業資本の
（、）
確立の分析とかかわらせて発展させてきたとはいえない。、もちろん賃労働史・労働運動史の研究の中で、一つの歴史的
段階として産業資本期の資本と賃労働の分析をおこなったものは多い。しかし、産業資本確立期の体系的理解の中に、
資本と賃労働の問題を位置づける方法とは視角が大きくことなっているので、安易に評価することはできない・大石氏
の歴研論文での視角の中で、もっとも欠けていたのはおそらくこの点であろう。
さて、後進資本主義国は、輸入機械の導入によって一挙に産業資本の確立過程に突入するわけであるから、古典的展
開との関連でいえば、マニュファクチュァ時代の社会的分業が未熟なまま、自生的発展段階が低位な中で産業革命を進
行させる。また同時に、農民層の分解も未成熟なままである。こうした生産関係の発展をへずに輸入によって強力的に
た。そうだとするならば確立した産業資本は、おくれた経営様式に対して、単に機械制生産という点のみの優越性にと
どまらず、経営規模その他あらゆる面でおくれた経営様式を凌駕していたわけである・このことは、産業資本がおくれ
た経営様式を文字通り「支配」することを意味し、系列下にしばりつけるという現象となってあらわれたのである。ま
た、系列下にくみ込んだところのおくれた経営様式に対して、同様なやり方で、自己に定着した機械を導入させ、その
「支配」を貫徹する。したがって、重工業においては財閥系資本を中心として、産業資本が「支配的になる」というこ
とは、超過利潤を通じての独占に加えて、さらに文字通りの「支配」ということを含めて理解する必要がある。このこ
とは、帝国主義への同時的転化の問題とも関連している。以上の点は、具体的には五において若干ではあるが検討す
る
こ
と
と
な
る
。
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資本と賃労働の関係を創出したことの矛盾をまず検討する必要がある。このことは、賃労働創出の日本的特質として理
亥
‐
（釦）
解する一定の研究史の蓄積がある。しかし、ここで重要なことは、そうした一般的又は全歴史過程での賃労働の問題で
はなく、産業資本段階の個有な資本と賃労働の関係についてである。具体的には、四においてふれることになるが、石
炭産業の資本・賃労働関係について、簡単にまとめると次のような点に分析の切り込み口をもとめようとしている・
石炭産業の産業資本確立過程の賃労働は、納屋労働、囚人労働に象徴される「半隷奴的」労働形態のもとにあった・
それは機械導入以前の手工業の段階で、納屋親方、獄守に暴力的に統括された労働形態である。したがって坑内の基軸
部門に機械が導入されることによって、その機械にみあった、そして機械に付属した賃労働の創出が必然化する。労働
手段の導入、すなわち生産の筋骨部分への機械の導入によって、産業資本の確立を論ずるならば、当然その労働手段に
付属し、陶冶されるべき賃労働ｑ近代的」賃労働）の創出が分析される必要がある。このことは、図式化すれば、産業
資本の確立は納屋制度、囚人労働に代表される「半隷奴的」賃労働から「近代的」プロレタリアートへの転化をうなが
したことになる。いいかえれば、産業資本確立期以前の資本と賃労働の関係は、納屋親方、獄守をつうじての間接的な
支配関係が中心であった。それが産業資本確立期にいたると納屋親方の「消滅」、囚人労働の相対的比重の低下、資本に
よる賃労働の直接支配、両者の本格的対抗関係の創出へと展開したわけである。この点を四において実証分析すること
になる。最後に資本と賃労働の問題から産業革命の始期、終期について少し補足をしておきたい。その始期・終期は技
術史的な観点で、産業資本の本格的な確立はこの資本と賃労働の本格的対抗関係の成立をまたなければならない。輸入
機械の導入によって強力的に創出された賃労働が定着するには、かなりの時間を必要とする。したがって、ここでも本
格的な対抗関係の見透しが確立された段階を終期の指標として加えなければならない。
（１）井上光頁・永原慶二編『日本史研究入門Ⅲ』第一○章産業革命期一一一四七ページ。
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１マをだしている。紡績業においても「拘置的労働」という規定から同じシェーマを設定、している点は注目されろ・との指摘の
意図は『分析』が「半隷奴的労役形態」を日本資本主義をつらぬく労役型としている点を突破しよう今としている。しかし、「掠
奪的」、「拘置的」といった現象形態を概念化したり、産業資本確立以後の労働形態の規定に、あいまいさがあるなど不充分な‘もの
である。『分析』の規定に、もどって、再検討の必要があるが、ここではこれ以上論じることをさけ、別の機会にゆずりたい。
（別）例えば大河内氏の出稼論（『黎明期の労働運動』その他一連の著作）はその代表である。
（咽）同右三五一一一ページ。
（Ⅳ）同右三五四ページ。
（肥）同右三五五ページ。
（⑬）最近の研究では、大江志乃夫著『日本の産業革命』がもつ
おいて綿業、絹業、および重工業の産業資本確立について分析
及している。ここでは、本源的蓄積期の労働形態を「掠奪的労
１マをだしている。紡績業においても「向萱灼労動一と八う党
（巧）『日本史研究入門Ⅲ』一一一五一一ページ。
（８）『歴史学研究』
（９）同右五ぺ－が
（、×、×、）同右
（Ⅲ×Ⅲ）同右七ぺ
（２×３）山田盛太郎箸『日本資本主義分析』二ページ。
（４）『社会科学研究』一六’四・五合併号一七七ページ。
（５）『歴史学研究』一一九五号。この論文は、一九六一一一年度歴研大会報告「日本資本主義確立期の諸問題」の原稿。
（６）（７）『日本史研究入門Ⅲ』一一一五一ページ。
日本史研究入門Ⅲ』一一一五三
学研究』二九五号四ページ・
五ページ。
同
右
六
手
七ページ。
‘ 六ページ。
がもっとも水準の高いものである。
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前章でみた後進資本主義国における産業資本確立の諸指標を日本の石炭産業において具体的に析出し、石炭産業とい
う一つの産業部門の産業資本確立期を設定しようとするのがこの章の目的である。この点については、かつて同じ一一一池
（１） 
炭鉱の分析をつうじて検討を試みたことがある・しかし、視点が不充分であったため、前幸鼎の諸指標を理論的前提とし
て消化することに努めた。前の検討を補足・訂正しつつ、その整理・再構成を以下にしておくことにしたい。なお実証
の部分は、前の論文「一一一池鉱山と囚人労働」にゆずることとする。
（２） 
産業資本確立期までの一一一池炭鉱は次の一二つの時期に区分することができる。
第一期は官営の開始（一八七一一一年）から三井への払い下げ（一八八八年）まで。
第一一期は払い下げ以後、一九○○年ごろまで。この一一つの時期は、三池炭鉱のいわば原蓄期であると考える。後述す
るように官営・民営（一一一井経営）の差はあるが、一一一池炭鉱の基本的性格は共通している。
第一一一期は、一九○○年ごろからで、第一、第一一期をうけて三池炭鉱の「産業革命」Ⅱ産業資本確立期である。後にも
ふれるように、この終期を、一つは独占への「同時的転化」の問題から時期の確定はむずかしいが、一応技術史的な視
点から考えて「産業革命」の終期を一九○○年代後半におくこととする。
以下、各時期の内容について、少し立ち入って検討しておくことにしたい。
第一期は三池炭鉱のいわゆる官営時代である。旧幕から引き継がれた佐渡・生野などの鉱山、高島などの炭鉱ととも
'「
二
九○○年代前半までの三池炭鉱
ｌ石炭産業における産業資本確立の諸指標の検討Ｉ
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本） に工部省に所属し、経営されていた時代である。この時期に三池炭鉱は国家資金によって、坑内に一定の機械化が進め
られ、「模範工場」的性格を帯びていた。しかし、官営時代にいかに「近代的」な機械が坑内に導入されたとしても、
国家所有ということから産業資本としての性格を論ずることはできない。その後、払い下げをへて三井に経営が移るこ
とを前提として、この時期を三池炭鉱の原蓄期として位置づける。
この時期の特徴を次の一一一点に整理する。第一は一一一池炭鉱から生産された商品としての一一一池炭の多くの部分を中国大陸
に輸出していたことである。この三池炭の販売をつうじて、政府は外貨（洋銀）を吸収していた・こうした事情の背景に
は国内において三池炭を消費できるような条件、工場用炭としての需要、とくに、機械制大工場が本格的に設立されて
いなかったという日本資本主義の発展段階がおかれていた。第二は、この一一一池炭の中国大陸での販売を三井物産が独占
していたことである。このことは、一一一池炭の販売をつうじて、三井に一一一池炭鉱の優秀性を認識させることとなり、単に
販売利潤の獲得にとどまらず、一一一池炭鉱を必死で払い受ける伏線を提示することとなった。また、三池炭の販売をつう
じて、三井物産は中国大陸に支店開設などをおこない、のちに綿取引などで活躍する拠点をつくることができた。第一一一
は、三池炭鉱における石炭生産の各部門に囚人労働を使用していたことである。この囚人労働の労働力における比重の
高さは、一一一池炭鉱の原蓄期を象徴しているといってよい。石炭生産において囚人労働を大量に投入するという掠奪的手
段をつうじて、大きな利潤を生みだした。囚人労働は、一つは一一一池炭の低廉化をもたらし、中国市場で他の国内炭・中
国炭を凌駕する活躍をうらづけ、さらに、一一一池炭鉱の有利性を発展させるために、機械導入などの一定の資本投下を促
進した。しかし、囚人労働の使用は同時に機械導入にとって限界ともなり、「狸掘」的段階を脱することはできなかつ
（３） 
た。以上のような官営時代の一二池炭鉱の特徴、すなわち有利性は、他の払い下げ事業と比較してきわめて高い価格で払
い下げられる理由ともなった。
1５ 
￣ 
デト．。▲
第一一期の三池炭鉱の基本的性格は、第一期のそれを引き継いでいた。この時期の固有な特徴は以下のものである。
女
，
第一は、一一一井に払い下げられたことによって、資本制生産の軌道に入ったことである。一一一井は払い下げ後、政府に囚
人労働の使用継続の申請をおこない、その許可をうけた。この囚人労働を中心として搾取の強化をおこない、三井は三
池炭鉱の原蓄期を進行させた。このことは多額な払い下げ代金の完納に端的に示されている。第一一は、勝立坑の水没事
故である。三池炭鉱は筑豊の諸炭鉱に比較して多量の涌水があることで有名である。その涌水量は筑豊を代表とする他
の国内諸坑のそれより四倍弱である。したがって三池炭鉱では排水技術の進歩の程度が、坑内の資本投下の規模を大き
く制約していた。そのため官営時代から排水機械の導入が要請され、スペシャル・ポンプを代表機種とする排水汽罐が
使用されていた。しかし各坑の深度が進むにつれて、次第に従来の規模の排水汽罐では能力の限界に達し、矛盾が激化
した。その一つは排水能力が低いため、坑内に数多くのポンプを施設しなくてはならず、そのため大量に送られる蒸気
によって、坑内がしゃく熱地獄化した。三池炭鉱では涌水量が多かったことから、「高島炭鉱の惨状」以上の労働条件
であったと想像される。もう一つの矛盾は勝立坑水没事故である。一八九○（明治一一一一一）年、勝立坑という三池炭鉱内の
有力な坑内で大規模な涌水がおこり、今までの規模の排水汽罐では排水不可能となる事故がおこった。この水没事故を
すくったのは一八九三（明治一一六）年、イギリスからとりよせられた当時排水汽罐の世界水準にあったデービー・ポンプ
であった。三池炭鉱とデーピー・ポンプの関係については「一一一池鉱業所沿革史」が「是ヨリ先勝立坑ノ開さくノ成否ハ
実二吾ガ三池炭鉱ノ死活問題トサレテ居ツタモノデ其ノ開さく二成功シタノハ全く『デービーポンプ』ノ効果ニァルト
（４） 
云う毛過一一一一ロデハナイ」とのべていることに端的にしめされている。この勝立坑水没事故をつうじて、一一一池炭鉱において
排水の問題が基本的な課題であることが浮きほりとなり、排水機械の導入が坑内の機械化の出発点であることが明確と
な
っ
た
。
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え
れ
ば
産
業
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と
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が
示
し
た
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で
、
そ
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技
術
的
解
決
こ
そ
が
三
池
1６ 
1900～1910年代の三
ロ運炭面における電動エンドレスロープ機の使用開始が第二の指標である・電動エンドレスロープ機の導入を起点
Ｊ
 
鮴として、坑底の最先端部分である切羽にいたるまで機械導入の可能性をひらいた。さらに、運炭量の安定は計画採炭を
（５） 
鮒必然化することにもなった。電動エンドレスロープ機の導入は一九○｜年にはじまり、一九○○年代後半に一二池炭鉱に
脈定着する。
曰採炭における柱引採炭の開始を第一一一の指標とする。残柱式採炭から柱引採炭に移行・発展することによって石炭
産業の基本的な作業部門である採炭部門に機械化の条件を与えることとなった。しかし、採炭部門の機械化はおくれ
て、コールヵッターなどの機械が実際に導入されたのは昭和初期に入ってからである・このことは、別に検討する必要
があるが、機械導入のおくれた理由は、排水・運炭部門に比較して技術的な困難性、機械にとってかわる大量で低廉な
労働力の存在、採炭機械に多くの資本を必要としたこと、炭層のうすさなどの諸点を指摘するだけにとどめておきた
第一一一期は、一九○○年以後の産業資本確立期である。終期は明確にしにくいが、一応技術史的な終期は次の四つの指
標が出そろった一九○○年代の中ごろである。機械導入という技術的変革にみあった賃労働関係か確立される時期をも
ふくめてこの時期を考えるならば、終期は一九一○年代の中ごろまで延長する・後者については後の四でふれることに
して、ここでは、技術的な産業資本確立の指標を中心にこの時期の特徴を整理しておきたい。
一一一池炭鉱の産業資本確立期の指標は次の四つのものが考えられる・
Ｈ第一の指標は、産業資本確立期の始点として、勝立坑水没事故の経験をふまえて、当時排水汽罐の世界水準にあ
ったところのデービー・ポンプの導入がそれにあたる。デービー・ポンプは一九○○年代前半には、一一一池炭鉱内の中軸
部分にすえられた。
炭鉱の資本制生産をもたらすことになるのである。
1７ 
正
,･ﾘ･･･. 
Ⅱ． 
い。柱引採炭は一九○○年代中ごろまでに三池炭鉱の各坑で開始された。
㈲以上の坑内の諸機械及び技術はいずれも輸入したものである。したがって第四の指標として、そうした輸入機械
の三池炭鉱への「安定的定着」Ⅱ三池製作所の本格的操業開始を必要とする。この視点は前章でのべたように、後進資
本主義国は輸入機械によって、容易に「産業革命」の条件をうみだすことができるのであるから、その産業資本確立を
考
え
る
場
合
、
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
前の論文「三池鉱山と囚人労働」では、㈹１口の指標が段階的に登場するという誤った考え方に立っていた。この点
については、後述（一一一でふれることにする）することにしたい。また同時に、第四の指標を欠落させていた。第四の指標
については、次節で、実証分析をおこなうことにしたい。技術史的な面から一一一池炭鉱の産業資本確立期を考えるならば
四
つ
の
指
標
が
す
べ
て
出
そ
ろ
っ
た
一
九
○
○
年
代
中
ご
ろ
が
そ
れ
に
あ
た
る
と
い
え
よ
う
。
第二の特徴としては、坑内への機械導入によって、囚人労働が基軸的作業部門である採炭部門から姿を消し、他の部
門でもその比重を低下させることである。このことは、機械の導入によって、資本制的な賃労働関係が呼びおこされ、
機械に対応する本来のプロレタリアートが要請されたことを示している。囚人労働に従属してはいたが、三池炭鉱にお
いても存在していた納屋制的な親方Ｉ坑夫制度も、囚人労働と同じ運命をたどった。これらの賃労働にかかわるものと
して、一九○○年代中ごろ以後三池鉱業所自身の手による直轄坑夫制、すなわち資本に直接支配管理された賃労働が登
場
す
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
四
に
お
い
て
論
ず
る
こ
と
と
す
る
。
第一一一は、三池炭鉱の産業資本確立期前後からの出炭増加である。一一一池炭鉱の端的に示す出炭量の変化については、第
一表において検討するが、一九○一（明治三四）年ごろより急激な増加を示している。このことは払い下げ代金の完納と
いうことにも表現されている。三池炭鉱の払い下げは一八八八（明治一一一）年四月に「一一一池鉱山払下規則」が告示され、
1８ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
まず、この時期の一一一池製作所の動きを概観するために、次の略年表を掲げる。いずれも「三池製作所沿革史」の記事
から抜粋した史料をもとに、年表として再構成したものである・
一八八一一（明治一五）年官営一一一池炭鉱に付属した工場の創設。「一一一池炭鉱ノ諸機械ノ修繕ャ汽鍵用『ファイャバ』
（７） 
（８） 
ノ焼損又ハ炭車車輌ノ破損等ヲ補足スル位」であった。（、）
一八八九（明治一一一一）年一一一池炭鉱の払い下げ際、工場も併せて一一一井に移管される。「工場建坪礎一一四一・九坪一一
過ギザリキ。工作機械モ至極幼稚ナルモノ少数ヲ有空ていた。
｜一八九○（明治一一一一一）年七月、「英国機械技師ジョン・アルウヰン来任シ、ソノ他本邦技師採用職工夫ノ増員等ニ
ョリ設計工作共二充実シ、自家鉱山用機械並二『ポンプ」ハ漸夕当工場一一テ製造スル様一一」なった。
同年八月に入札がおこなわれた。その結果、四五五万五千円という他払い下げ事業に比較してきわめて高価格で三井の
手にうつったのである。この高価格自体は三池炭鉱の有利性を示していることにほかならない。一一一井は一○○万円を即
納し、残り一一一五五万余円を一五年賦、即ち毎年一一○余万円を納めることとなった・途中勝立坑水没事故で払い下げ年賦
金の延期を申し出たこともあったが、結局一九○三（明治一一一六）年に予定通り年賦金を完納した・この一五年間、年賦金
を納めた上さらに、一一一一○○万円ほどの益金をあげている（第二表参照）・これは単に一一一池炭鉱からの利益だけで、三池
炭販売を通じての一一一弁物産の利益などその他の間接的なものを含めると、この時期の一一一池炭鉱の三井全体にはたした役
割はきわめて大きかったといえよう。益田孝の「一一一井全体の発展も三池から起って居ると云ふてよい」という言葉は、
（６） 
彼か一一一井物産の中心メンバーであり、三池炭鉱の払い下げに大きく貢献していたとはいえ、当を得たものである。
以上か、三池炭鉱の産業資本確立期、即ち一九○○年代中ごろまでの諸特徴である。
２
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1９ 
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こ
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は
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先
に
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械
一
般
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「
模
倣
」
の
段
階
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
段
階
で
は
、
そ
の
目
的
にもかかわらず、機械の一部分の修繕が主体であり、独自に機械を設計、製作すること（「自立」）または技術の世界水
三
池
製
作
所
の
仕
事
が
本
格
化
し
た
の
は
、
三
井
へ
汎（必）
「一二池製作所沿革史」は次のようにのべている。
少
斯業一一寄与センコトヲ期セリ。
明治二十二年一月一日当山（三池炭鉱Ｉ筆者）ヲ鉱山局ヨリ譲り受ヶ以後三井三池炭砿社（払下げ年賦金完納までは、三池炭
鉱をこのように呼んでいたＩ筆者〕卜改称サレタト共二当工場ハ三池炭砿社ノ所管トナリエ場ハ横須ノ大牟田川尻ノ｜小地域｜
在リテ誠二微々タルモノニシテ、工場建坪、僅力一一四一・九坪二過ギザリキ。工作機械モ至極幼稚ナルモノ少数ヲ有シ、現今ノエ
場二比スレバ実二隔世ノ感アリ。逐年鉱山業ノ発達伸展二伴上、新製品又修繕品モ増加シ来リ、漸次工作機械器具ヲ設置シ、以テ
一
九
一
九
（
大
正
七
）
年
三
池
製
（過）
一丁、大二進出」する。
’九○二（明治一一一五）年名称を三池製作工場とする。
一九一○（明治四三）年電気工場を創設する。「各坑所二使用スル原動カハ主トシテ蒸気ナリシガ、漸次電力ヲ
使用スルニ至リソノ応用愈々広カラントスルニ当り電機並一一器具ノ製作又ハ修繕工場ノ必要ヲ充シタル
一八九四（明治二七）年「幾分ノ余カヲ以テー部社外ｎｍノ注文ニモ応ジ、……工場ハ狭隙ヲ生、ゲ、拡張ヲスルーー
（ｕ） 
几（大正七）年三池製作所として一一一池炭鉱より独立し、「広夕一般ソノ外ノ注文ニモ応ズルコトニナリ
至
」
っ
た
。
（、）
モ
ノ
」
で
あ
っ
た
。
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← ￣ 
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三池製作所における坑内の基軸部門の機械Ⅱ排水・運炭機械の製作について次に少し具体的に考えてみる・採炭につ
いては、指標としての柱引採炭の開始は機械導入の指標ではなく、採炭の機械化の見透しをひらいたという内容から理
解している。そのため採炭機械の検討はここでは当面対象とはならない。
以上から、三池炭鉱内の機械の製作、
三池製作所の位置を重視するのである。
準への到達には至っていなかったことも明白である。第一一は一九一○年の記事と関連して、それ以前に汽力機械に関す
る技術水準を一応獲得し、電力機械へ重点をうつしはじめたと推察できる。第一一一は、第一一の点を前提とし、’九一九年
には鉱山用機械以外の機械の修繕・製作をも可能としうる技術水準を獲得したと考えることができる・
本稿の課題から、第一と第一一の点の分析をもう少し深めてみることにする。
まず、産業資本確立期の指標として定めた「輸入機械の安定的定着」についてである。これを具体的にいうならば、
当該段階の世界水準にある機械の運転・修繕。製作の可能になった段階と規定することができる・後進資本主義国では
いうまでもなく先進資本主義国において製作された機械を、それぞれ必要に応じて輸入することによって、容易に機械
制大工場を設立することができる。しかし、こうした機械の輸入のみで産業資本の確立を論ずることもまたできない・
一つは、機械の運転を完全にマスターし、しかもそれを修繕したり、大破損に際して再生産できる技術水準を獲得する
ことを必要とする。もう一つは輸入機械が、その必要に応じて、一応その時期の世界水準にあるものでなければならな
い。この一一つの条件をみたして、はじめて「機械の安定的定着」が産業資本確立の一指標となりうる・このことは、い
いかえれば、国内において、世界水準の機械の順調な運転を保障する技術、その機械を独立で設計・製作する技術、さ
らに先進国の技術を凌駕する機械を製作するといった、各種の技術を統括する体制が確立したことをも意味する。
以上から、一一一池炭鉱内の機械の製作、特に前節でみた坑内の基軸部門の機械の再生産を可能とする条件、すなわち、
2１ 
ぽず、排水機械については、デービー・ポンプの検討をする。デ１ビー・ポンプは以下の引用史料からもうかがえる
が、当時の世界水準のポンプと考えてよい。一一一池炭鉱へのデービー・ポンプの導入について、『男爵団琢磨伝』に興味
深い記事が散在している。少し長くなるが前後の関係が明確になる様に再構成して次のようにならべてみた。
Ｈ官営三池鉱山局時代（団は勝立坑主任）
勝立坑の開鑿が進めば進むほど、坑内の出水量は日夜に増嵩し来り、明治二十年九月の頃には一分時間の出水量三十二石余の多
きに及んだ。明治十七年開鑿を開始してより絃に足掛四年、勤なからざる資金と時日を費しながら未だ前途の光明を見出さず、或
（埴）
は之を水坑として廃棄せなければなこりぬかの運命を辿りつつあった。
君は亜米利加に於ては「ボストン・テク」のリチャーヅ教授の紹介を得て各所の鉱山を視察し、主としてポムプに就いて調査を
進めたが、米国の技師は多く大量の排水にデーヴィ・ポムプを推称して居た。当時レベットが大型のポムプを発明したと評判せら
れたものの、是もデーヴィ・ポムプを基礎としたものであるとのことであった。ネヴァダの金山が水道を作成してその大ポムプ不
（鉱力）
三池工業所長小林秀知は松方大蔵大臣の旨を街み、困難なる勝立の開繋を成就せしむるには主任たる君に意見を求めた。君は洋
（咽）
行，して海外の実情を調査する必要のあることを述べたので、君を海外に派遣するの稟議が所長より大蔵大臣に提出された。
然
し
な
が
ら
当
時
我
国
に
て
稼
行
せ
る
炭
鉱
の
凡
て
の
施
設
と
、
経
験
と
理
論
と
を
以
て
し
て
も
勝
立
の
排
水
は
到
底
解
決
す
べ
き
由
も
な
く
、
勢
知
（Ⅳ） 
識を外国に求めねばな壱ｂなかった。
この欧米各国炭坑事業調査のことは主として勝立竪坑開鑿に当り坑内出水の甚だ多きに困惑し、其難関を切抜くろ良策を研究せ
ん
と
す
る
に
あ
っ
た
こ
と
は
勿
論
で
あ
る
が
、
政
府
の
方
針
と
し
て
官
営
の
鉱
業
を
開
発
し
、
由
っ
て
以
っ
て
海
外
輸
出
貿
易
の
発
展
を
図
ら
ん
と
し
た
（四）
ことが根抵をなして居る。
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②三井経営時代（団は一一一池炭鉱事務局長）
デーヴィ・ポムプは直ちに電報を以て購入が申込まれ、勝立坑再興事業費が許可され、鉄道も勝立坑開鑿事業用諸物品の運搬の
為に勝立坑まで延長することが許され、明治廿五年七月にはデーヴィ・ポムプ一一基大牟田に到着した・此デーヴイ・ポムプは世界
かくて七月一一八日（明治一一一一年ｌ筆者）迄百二十日間其儘無事に経過したが、一一一池炭鉱が三井炭礦社の手に渡って約半年、是夜
（地力）
十一時半大地俄かに》慶動し、勝立坑の開鑿設備を悉く水底に没し、多年の苦心を全く水泡に帰せしめた。 （頭）
一一一池炭鉱は三井組の手に移りてよりかねて官業時代より計画せられて居た勝立坑の開鑿を続行するに決し……君としては勝立排
水に適するデーヴィ・ポムプの調査を決了し、其価格見積書も携へ帰り来れろを以って、其卿筒の購入据付を為し勝立の開鑿を一
挙に成就させたきも、経営が三井に移り、而かも炭鉱払下代金の重荷もあり今俄かに数十万円を投じて卿筒購入を為すことを提言
（ね）
し難き事情にあり。
君はデーヴィ。ポムプの外にキンドヒュードロン式と称する出水の場所にチューピングを施して竪坑を開鑿する方法、及ポッチ
式フリージング・プロセスとて竪坑の周囲を結氷せしめて開鑿する方法などを研究したが、何れも三池炭鉱の実地に即して成功覚
束なかった為、デーヴィ・ポムプを使用するの外に良策なしと確信し、三池炭鉱の地質水量を巨細にデーヴイに説明して、新に設
計せしめ、価格等の協定を遂げて帰朝の途に就き亜米利加に向った。 （、）
用なりと聞き、君は古ポムプにても用足るべしとてネヴァダに出向したが、此のポムプが果して竪坑の開鑿に適当せるや否や頗る
疑問であった。兎に角一般にポムプの権威といはるる英国のデーヴィに於て調査せざる限りは最後の決定をなすことが困難である
と感じた君は、英国に渡航してホザーン。デーヴィ・エンド・コンパニーのデーヴィに面会し、所謂デーヴイ・ポムプの構造及性
能を十分に悉知し、是のポムプを以てすれば勝立坑の排水に最も適当なるべしとの自信を得灼卸）
君は此予算を携へて上京し、三井幹部の益田孝に其計画を説明し……「仕方がない、やれ」と云ふととになった。 （型）
2３ 
以上の団の伝記から、三池炭鉱への排水汽罐の導入の経過をつぶさにうかがうことができる。とくに、団自身が一一一池
炭鉱の実情に適したデーピー・ポンプをみずから探しあて、後年水没事故の際にその導入に踏み切ったことに注目した
い。また、このデービー・ポンプの導入の「成否」が三池炭鉱の「死活問題」であったこともあわせて注目しておき
たい・デービー・ポンプは一八九七（明治三○）年には一一一池炭鉱に一一台、一九○一一（明治一一一五）年には一一一池各坑に九台使用
されるようになった。三池炭鉱で、一九○○年代に大巾に設置されたデービー・ポンプの「安定的定着」を考えるため
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
三
池
炭
鉱
で
、
一
九
ｃ
ｃ
崖
に
、
そ
の
製
作
に
つ
い
て
次
に
目
を
転
じ
て
み
よ
う
。
デ
ー
ピ
ー
。
ポ
ン
プ
の
製
作
は
か
な
り
早
い
時
期
）
父
最大のポムプで無論日本には初めての大卿筒である。エンサイクロペチア・ブリターーカの第九版にも世界最大の卿筒が日本に現在
せることが記載してある。此の卿筒を始めて見た者は其巨大なるに驚き其実用如何を疑った。君は部下が果して能く其運転を為し
（壷）
得
る
や
に
心
配
を
し
た
。
同（明治ｌ筆者〕二十九年八月五噸熔鉄炉（英国製「ラピットキューポラ」）据付ヶ落成シ、十月勝立坑据付ケノ「デビーポ
ンプ」ノ水筒破損ス、コレ大修繕工事ニシテ、重量正一一四噸余ニシテ、当所トシテ斯ル重量ノモノノ鋳造ハ、始〆テノコトニョ
リ、工場員一同大ニソノ鋳造二苦心シタリシガ、遂二三回マデ失敗二帰シ、且職工一名ノ犠牲者ヲ出シタルハ誠二遺憾ナリキ、尚
研
究
ヲ
続
ケ
全
体
ヲ
ニ
ッ
割
ニ
シ
テ
、
鋳
造
シ
テ
噺
ク
成
功
ヲ
告
ゲ
、
而
シ
テ
全
工
作
ヲ
完
了
セ
リ
。
試運転には英国人技師アーウヰンが総指揮者で松原嶢、高浜太郎など一同部署を定め、命令一下運転を開始したが、坑内の水猛
然として近り出で其排水道に濁水滑々として流れ出た折は一同覚えず拍手して万歳を唱へた。アーウヰンは卿筒据付より、卿筒運
転に伴う種々の機械の考案を為し、又卿筒組立及運転に付労働者を指導し、労働者も卿筒の運転を会得し、其組頭が「此卿筒なら
ば排水出来る」と確言した時の如き、君は積日の心配を氷釈して安心したという。
（顕）
君が一身を賭した勝立抗開鑿の事業は斯くして成功し、三池炭鉱の基礎を絃に確立することになった。
。
ポ
ン
プ
の
製
作
は
か
な
り
早
い
時
期
に
着
手
さ
れ
た
よ
う
で
、
（幻）
「一二池製作所沿革史」は次のようにのべている。
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デーピー・ポンプの大修繕、そのための五噸熔鉄炉の据付けの一一つの事実から露ほぼ一九○○年頃には世界水準のデ
ービー・ポンプの製作の技術を三池製作所は獲得したと推察してよい。
次に運炭面についてはエンドレスロ１プ機について次の史料を掲げ一錫）
以上の史料から、まず
エンドレスロープ機坑内二於ケル車道片盤カラ主要運搬坑道マデノ中間運搬又ハ主要運搬二用ヒラレルモノデ、一端ヲ巻上機
一一他端ハ終点滑車アリテ単線車道二用ヒラレル。逆転「エンドレスロープ機」ハ実函ハ車道二浴上引キ張ラレタ無極鋼索二引力レ
テ巻上ゲラレ空函ハ逆転ニョリ巻キ卸サレルノデァル。複線車道二於テハ無極綱索ハ昇り線卜降り線ト終始術環シテオルガ、ソレ
」｜実函ハ昇り線へ空函ハ降り線へ懸ヶ目的ノ場二到達セシメル・明治ノ末期頃マデハ社内炭鉱二於テハ蒸気機関ニョル「エンドレ
スロープ機」が運搬機械トシテ盛ン二使用サレテヰタガ、明治三十四年大浦坑用電気「エンドレスロープ」機ノ出現ニョリ、蒸気
機関ハ漸次影ヲ港ムルニ至ツタ。当所ハコノ動力転換ノ初期頃ヨリ電気「エンドレスロープ」機ノ設計製作ヲ始メタ。爾来、研究
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
工夫ノ結果逐次機構性能モ進歩シテ、単基容量モ増大シテ数百馬力ノ大型機ノ製作ニモ成功シ、坑・内運搬機トシテ最モ広ク使用サ
レテヰタノデァル……明治末期頃マデハ殆ンド社内炭鉱二使用ノ蒸気「エンドレスロープ」機ノ取換部分品又ハー部改造ノタメノ
設計製作デ、単二修理スルダヶノ役割ヲ努メテヰタガ、明治三十九年ニハ勝立坑二使用スル一一一○馬力電気「エンドレスロープ」機
が設計製作サレテヰル。
次二設計年度表ヲ示ス
（年度）
（徳
明
治
三
十
九
年
勝
〃
四
十
一
年
万
〃
四
十
一
年
〃
四
十
二
年
宮
〃
四
十
三
年
宮 （使用坑）
勝立坑
万田坑〃
宮原坑
宮
浦
坑九○
（明治一一一四）年に従来の蒸気用にかわって、電動エンドレスロープ機がはじめて坑内に
５
 
２
 
．（容量）
三○馬力電気
二○馬力
’○○○馬力
三○馬力
六○馬力
三ンドレスロープ」機
〃〃〃〃
（傍点は筆者）
￣ 
こうした動きから考えて、一九○○年代中ごろに、三池製作所はいわば一一一池炭鉱の諸機械の生産をすべて技術的に可
能とし、三池炭鉱の諸機械の「安定的定着」をきりひらいたといえよう。
以上の視点および分析を補足し、前節でふれた四つの指標をあわせて、三池炭鉱の産業資本確立期を一九○○年代の
中
ご
ろ
に
考
え
る
わ
け
で
あ
る
。
名
を
募
集
す
る
迄
に
な
っ
た
。
デーピー・ポンプの製作を中心とした、製作部門の技術的進歩によって三池の製作部門は、「社外ノ注文二応」じ、筑
豊地方の「各炭山用諸器械ヲ引受」ける迄にその力量をたかめた点に注目する必要がある。
さらに、一八九九（明治一一一一一）年には、各坑所に修繕工場が設置され、製作所は修繕の仕事をやめ、諸器械製作に集中
することとなった。このため「工場ノ操業梢緩ニナリタルタメ、伝習生ノ募集如キモ、一時中止スルノ止ムナキニ至
（虹）
シ」た。しかし、’九○’（明治三四）年には万田坑開鑿関係の諸機械をすべて設計・製造することとなり、伝習生七九
》頭」 導入されたことがわかる。さらにその電動エンドレスロ１プ機の修繕などをつうじて、三池製作所の技術水準が向上
し、一九○六（明治三九）年にはその製作、すなわち自給が「可能になったことをうかがい知ることができる。
こうした鉱山用諸機械製作の技術的進歩を背景として三池製作所は、坑内機械の自給から、一九○○年代になってさ
らに新しい段階に入った。一九○○年頃、「広夕社外ノ注文二応ジ、操業ノ緩急ヲ謀ランコトヲ企図シ、営業開始ヲ申
（”） 
へ幻）
（釦）
し
と
の
べ
た
次
の
よ
う
な
史
料
が
あ
る
。
採砿事業膨大二伴上、諸般ノ設備急施ヲ要スルタメ、従来器械類製造修繕ノミ一一従事シ、追々整頓シ、小工事ハ減少シ、従ツテ
大小工事ノ調和ヲ欠キ候傾キァリ……就テハ製修事業繁閑調和ノタメ、当方工事手隙ノ際二於ケル間合工事トシテ、筑豊地方各炭
山
用
諸
器
械
ヲ
引
受
申
度
。
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（
Ⅲ
）
同
右
（別）同右
／~、／~、／－，
１９１８１７ 
ミーノミソ、_ノ
同同同
右右右
進する国（段階、といいなおすことは妥山
五七ページ）という指摘に注目する必要鐸
（刑）『男爵団琢磨伝』上巻一七一ぺＩジ・
（Ⅳ）同右一七一’一七一一ページｐ
（
肥
）
同
右
一
七
三
ペ
ー
ジ
。
（
Ⅲ
）
同
右
三
’
四
ペ
ー
ジ
。
（妬）クチンスキー『労働者階級の成立』の中でふれられているように、イギリスでは、紡績業で蒸気汽朧が導入される以前に、
マニュファクチュァ期に鉱山排水用に蒸気ポンプが導入されていた。しかし、「資本制的な、したがって商品生産を強力に促
進する国（段階といいなおすことは妥当Ｉ筆者）においてのみ、蒸気機関は経済的に活用されることができた」（前掲書
五七ページ）という指摘に注目する必要がある。
（９×、）同右四ぺ－芯
（
、
×
皿
）
同
右
セ
ペ
ー
斡
（
Ⅲ
）
同
右
一
○
ペ
ー
ジ
。
（７）「工部省沿革報告」亀明治前期財政経済史料集成』第一七巻所収）
（８）「一一一池製作所沿革史」第一巻一ページ。
（６）『自叙益田孝翁伝』’八五ページ。
（１）拙稿「一一一池鉱山と囚人労働」（「社会経済史学』第一一一一一巻四号所収）
（２）「一一一池鉱山と囚人労働」の時期区分では明治二○年代、一一一○年代という不用意で無内容な表現をつかっているのを改めた。
（３）囚人労働の内容については、拙稿「いわゆる囚人労働について」（大塚史学会篇『史潮』九六号）を参考にしていただきたい。
（４）「一一一池鉱業所沿革史」第四巻（機械課一一一）’○九八ページ。
（５）隅谷一一一喜男氏は「日本石炭産業分析』において、運炭部門への機械導入をもって、産業革命の始期とする指標をうちだされ
ている。この点を含めての、前書の検討は一一一でふれることにする。
八八八
五四○
（ぺぺ
四ページ。
七ページ。ジジ
。。
八六ページ。
ページ。
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日本の石炭産業の史的分析について本格的に取り組んだ研究は、隅谷三喜男氏の『日本石炭産業分析』（一九六八年）
が唯一のものであるといっても過言ではない。個別の炭鉱、特定の時期、あるいは炭鉱における賃労働の存在形態とい
った限定された視角での論文はかなりの数にのぼっている。隅谷氏は、一九六八年以前の個別論文をも前提として、そ
れらの総括的な作業として前記著作をものされた。これは第一部「日本石炭産業の史的分析」、第二部「石炭産業分析
の方法」の二部からなっている。この隅谷氏の研究によって、日本の石炭産業の分析の研究は、個別の実証分析の段階
から、理論的整理の段階に発展したといってよいであろう。ここでは、そうした全研究史の整理や隅谷氏の前記著作の
再構成、全体の批判。検討をおこなう余裕はない。前章までの私の作業と関連する問題に限定して、隅谷氏の分析方法
の
検
討
を
し
て
み
た
い
と
思
う
。
ノヶ
/~、／~、／■、／=、／~、／■、／、〆、／~、／~、
３１３０２９２８２７２６２５２４２３２２ 
、=ノ、_ノ、_ノ、=ノ、=ノ、-ノ、=ノ、_ノ、_ノ、=ノ
同右二一八’’一一一○ページ
「三池製作所沿革史」第二巻
同
右
第
三
巻
一
三
七
’
一
四
同
右
第
二
巻
二
ペ
ー
ジ
。
同
右
第
二
巻
二
’
一
二
ぺ
同
右
第
二
巻
一
五
ペ
ー
ジ
。
同
右
二
○
七
ペ
ー
ジ
。
同
右
二
○
九
ペ
ー
ジ
。
同右一一一四’二一六ページ。
同右二一六’一一一七ページ。
同右二一八’’一一一○ページ。
三
『
日
本
石
炭
産
業
分
析
』
の
検
討
二ページ。
一
巻
九
’
一
○
ペ
ー
ジ
。
一四一ページ。
2８ 
隅谷氏の分析方法の検討の前に、とくに第一部、日本石炭産業の史的分析における分析対象の問題について若干ふれ
ておきたい。隅谷氏は、その構成をみてもわかるように、分析のおもな対象を筑豊地域にむけられ、その分析をつうじ
て、日本の石炭産業を分析するという方法をとられている。とくに本稿と関連している、第一一一章「石炭産業における資
本制生産の展開」においては、そのことがより明確である。第一一一章の冒頭では、大正一一年の『石炭調査概要』を引用さ
れ、「石炭生産が筑豊を中心としながら全国的に発展していったことは、この叙述から明らかであふ〕と結論づけられ
ている。このことは、石炭の全国産出量のなかで、筑豊地域の比重の高さをみるまでもなく、石炭産業の中で筑豊地域
の重要性を一般的に指摘するという意味では当然であろう。しかし、こうした前提で以下の分析をすすめていくこと
は、いくつかの誤解を生みだすおそれがある。その一つは、石炭産業の中で、筑豊地域が圧倒的比重をもっていたから
といって、筑豊の分析を通じて、日本の石炭産業の全体の分析ができると安易に考えてはならない・その場合には筑豊
の分析が、すなわち日本の石炭産業の分析となるという証明をまず完了した上でなければならない。さらに、その点と
鮴関連して、筑蝦地域の比重の高さと「石炭生産が筑豊を中心としながら全国的に発展していった」か否かは別の問題で
岨ある。筑豊の石炭生産における比重の高さは、つきつめれば、筑豊地域の地理的な優越性（石炭産業は石炭の埋蔵量・埋蔵
肱状況など自然的条件に規定される）を証明しているだけで、そこにおいては、隅谷氏も分析されているように、基本的には
随少数の大資本の炭鉱、これはいずれも財閥系資本であるがそうした大炭鉱の支配と数知れない中小炭鉱の従属によって
６
 
舸構成されている。したがって、筑豊地域の炭鉱全体が石炭産業の発展のけん引車になったとはいえない。そう考えるな
、
、
、
、
０
 
血らば、「筑豊を中心としながら全国的に発展していった」ということは、より正確には「筑璽異の大資本を中心としなが
Ⅱら、全国的に発展していった」ということになるのではなかろうか・筑豊の大炭鉱の一つ一つをとりだせば、三池炭鉱９
より小さいものもあり、北海道その他に同規模の個別の炭鉱を探すのはそう困難なことではない・このような考え方に
２
 
￣ 
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た
つ
な
ら
ば
、
「
全
国
的
に
発
展
し
て
い
っ
た
」
と
い
う
こ
と
は
、
分
析
の
前
提
と
は
な
ら
ず
、
ま
さ
に
「
発
展
し
て
い
っ
た
か
否
か
」
の
問
題
が
重
要
な
研
究
課
題
と
な
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
以
上
の
視
角
は
、
私
か
三
池
炭
鉱
を
分
析
の
お
も
な
対
象
と
し
て
い
る
こ
と
が
前
提
に
な
っ
て
い
る
か
ら
だ
と
思
う
が
、
し
か
し
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
三
池
炭
鉱
の
分
析
を
す
れ
ば
日
本
の
石
炭
産
業
の
全
体
が
わ
か
る
と
い
う
主
張
を
展
開
す
る
気
は
毛
頭
な
い
。
石
炭
産
業
の
場
合
、
と
く
に
自
然
的
条
件
と
い
う
こ
と
が
、
あ
る
程
度
前
提
と
な
る
わ
け
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
分
析
の
理
論
的
蓄
積
を
た
か
め
る
た
め
に
は
、
地
域
的
特
質
を
配
慮
し
、
精
密
な
構
成
を
お
こ
な
う
必
要
が
あ
る
。
そ
の
一
つ
の
重
要
な
例
と
し
て
、
三
池
炭
鉱
の
分
析
を
お
こ
な
い
、
何
と
か
隅
谷
氏
の
労
作
に
食
い
つ
い
て
み
た
い
と
考
え
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
以
上
の
こ
と
は
隅
谷
氏
は
よ
く
御
承
知
か
と
思
う
。
そ
れ
は
隅
谷
氏
が
こ
れ
ま
で
の
仕
事
の
中
で
、
三
池
炭
鉱
の
分
析
に
か
な
り
の
力
を
さ
か
れ
て
き
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
こ
を
切
り
込
み
口
の
一
つ
と
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。
隅
谷
氏
は
『
日
本
石
炭
産
業
分
析
』
に
第
二
部
、
「
石
炭
産
業
分
析
の
方
法
」
を
お
か
れ
、
「
生
産
分
析
」
、
「
市
場
分
析
」
、
「
資
本
制
生
産
の
展
開
」
の
三
つ
の
章
に
区
分
け
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
、
第
一
部
の
石
炭
産
業
の
歴
史
的
分
析
に
お
い
て
展
開
さ
れ
た
分
析
理
論
を
整
理
し
、
ま
た
第
一
部
の
分
析
の
理
論
的
根
拠
を
示
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
本
稿
と
も
っ
と
も
関
連
の
深
い
、
第
三
章
「
資
本
制
生
産
の
展
開
」
に
限
定
し
て
そ
の
整
理
・
検
討
を
し
て
み
る
。
ま
ず
、
隅
谷
氏
の
主
張
を
再
構
成
し
て
お
こ
う
。
石
炭
産
業
に
お
け
る
資
本
制
生
産
の
展
開
を
隅
谷
氏
は
Ｈ
資
本
制
生
産
の
成
立
、
石
炭
マ
ニ
ュ
の
段
階
、
ロ
産
業
資
本
確
立
の
段
階
、
白
独
占
段
階
の
三
つ
に
大
き
く
時
期
区
分
さ
れ
て
い
る
。
第
一
の
段
階
で
は
、
資
本
制
的
な
生
産
関
係
の
成
立
を
基
底
と
し
て
、
鉱
区
の
近
代
化
、
炭
坑
経
営
の
大
規
模
化
が
お
こ
な
わ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
展
開
と
か
ら
み
あ
い
、
さ
ら
に
市
場
の
展
開
に
促
進
さ
れ
て
、
生
産
力
の
発
展
が
問
題
と
な
る
。
石
炭
産
業
で
は
工
業
よ
り
は
や
く
分業による協業が成立し、揚水ポンプが導入され、石炭生産は飛躍的に増大する。しかし、排水は生産の補助過程であ
り
、
採
炭
・
運
搬
過
程
に
お
い
て
は
、
分
業
と
道
具
が
基
底
と
な
っ
て
い
た
た
め
、
こ
の
段
階
は
石
炭
マ
ー
ー
ュ
フ
ァ
ク
チ
ュ
ア
段
階
と
規
定
3０ 
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1900～1910年代の三池炭鉱 (橋本）
第三の段階では、工業の場合には資本の集中。集積が独占の基礎となるが、石炭産業の場合は優良の鉱区の確保・拡
大、それにもとずく生産規模の拡大が独占の出発点となる。さらにその鉱区の具体的活用のために資本の集中・集積を
おこない、市場支配を完了し、中小炭鉱を合併することによって独占の形成がなされたとする。
以上の隅谷氏の見解と本稿一一の視点との相異をあきらかにするという方向から問題点を探りだしていきたい。
まず、もっとも大きな相異点は、隅谷氏が排水汽罐の導入を石炭マニュの指標としている点であろう。隅谷氏は石炭
産業の「分業体制は排水汽罐の出現によって本格化する」とし、それによって発展する石炭生産をルール地方について
（２） 
みている。さらに排水汽罐導入をめぐっての、ネフ（初期産業革命説）とドッブの批判をとりあげ、「機械が導入された排
水は、生産の補助過程であり、採炭および運搬過程においては分業と道具が基底となっていたのであるから、それは生
産手段の体系からみて、石炭マニュファクチュアの段階と規定されなければな師」ない、と結論づけている。この隅谷
氏の見解に対する批判点は以下のものである。まず第一にこの排水汽罐導入ｌ石炭マニュ説だけに限った問題ではな
く、産業資本段階・独占段階の指標に対しても共通であるが、隅谷氏の規定は石炭産業の一般的規定なのか、特殊日本
的規定なのかということである。第一一一章の全体の論述方法から考えると、隅谷氏はイギリス・ドイツ・フランスなどの
例を引用されつつ議論を展開されている。したがって、これら先進資本主義国の石炭産業における資本制生産の諸指標
第二の段階では、揚水ポンプの出現によって、坑道の一層の延長と坑内規模の拡大、すなわち深部採炭が可能となり
捲揚機が出現する。この捲揚機の出現によって計画出炭が要請され、資本の直接支配が切羽の末端にまでおよび、さら
に長壁式切羽が出現し、採炭・運搬とが統一のある体系となる・資本による捲揚機の採用とその一般化をもって、石炭
産業の確立の段階と規定する。
される。
3１ 
・冴析視角をもとに、曰本の石炭産業の資本制生産の展開を考えられている。その場合先進資本主義国間の段階的差異
すなわち、古典的展開をなしたイギリスと後進国としてのドイツ・フランス・アメリカとの差異はもとより、さらに後
進国の日本との差異については、ほとんど隅谷氏は考慮の外に置かれているようである。ここには、後進資本主義国の
産業資本確立について、根本的な考え方の相異があることを指摘せざるをえない。本稿では、すでに古典的展開をもと
としてその特殊的規定の必要性を指摘したので、ここではくりかえさないが、それに対して、隅谷氏は先進資本主義国
のいわば、石炭産業確立の「一般的規定」を、そのまま日本の場合にスライドさせておられるわけである。また、以上
の問題をかりにさけたとしても、前の排水汽罐の指標の前提となったルール地方の分析は一八世紀末の時例で、一世紀
後の段階の説明（日本の場合）に説得的例示となるであろうか。第二は排水汽罐そのものに対する評価の相異である。こ
れは第一の問題ほど決定的ではない。隅谷氏は第二部「石炭産業分析の方法」の第一章において、石炭産業における労
働過程の分析をされ、基本的労働過程を採炭・運搬とし、補助過程として排水・通気・坑道掘進などをあてておられ
る。この労働過程にみあって労働手段を設定されている。この点はまったく異論のさしはさむ余地はないが、一、二に
おいてふれた様に、石炭産業における労働過程の基本的労働過程が、そのまま基軸部門とは必ずしも考えない。この場
合、石炭産業の基軸部門とは、少し広く考えて、この部門の作業が止まること（例えば事故・ストライキ等によって）によ
って、その炭鉱の生産過程が完全に活動停止する部門というように具体的に考えている。これは基本的労働過程に、そ
の炭鉱の特殊性によって付加される労働過程というものに注目するわけである。この点は、炭鉱の特殊性から出発して
いるので、具体的に展開するには、個々の炭鉱の実証分析を必要とする。三池炭鉱については一一において実証したつも
りであるが、排水部門が基軸部門として排水。運搬部門とともに存在すると考える。したがって、排水部門を一律に補
助
過
程
と
し
、
そ
こ
へ
の
機
械
導
入
を
軽
視
し
て
は
な
ら
な
い
。
同
様
に
排
水
ポ
ン
プ
を
一
律
に
マ
ー
ニ
段
階
指
標
と
い
う
こ
と
に
限
定
し
3２ 
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第二は、産業資本確立期の諸指標をめぐる問題である。重複はさけるが、やはり後進資本主義国の特殊的規定につい
て、若干ふれざるをえない。炭鉱の労働過程の機械化を輸入機械によっておこなうことからおこる矛盾について考えて
おかなければならない。その場合買入れることが可能なほどの資本蓄積の問題があるが、これは一応ドロップさせる・
後進資本主義国の機械化の矛盾は、産業資本確立が必ずしも自生的に定められた序列で進行しないということである。
具体的には「古典的展開」では排水汽罐の据付ｌ↓生産力の発展Ｉ＋運搬の機械発明－しその据付’し採炭の機械化の
必要性、という図式化ができる。しかし後進資本主義国では、先進国からの機械購入によって、極端にいえば排水・運
搬・採炭の機械導入を一度におこなうことすら、技術的には可能である・一般的には、機械導入の発展段階は必ずしも
その序列どおりでないと考えておくべきである。したがって、排水汽罐導入を産業資本確立の始期とするという考え方
Ｊ
 
、
、
鮴も厳密にいえば適当でない。一別拙稿「’一一池鉱山と囚人労働」では、そうした考え方にたっていた。したがって本稿では
く鉱あらため、四つの指標、すなわち排水・運搬過程への機械導入、柱引採炭の開始、坑内機械の再生産という指標のうち
鰍いずれか一つがみたされた時期を産業資本確立期の始期とし、四つの指標がすべてととのった段階を終期とする考え方
炬に立った。さらに、隅谷氏は、導入された機械の安定的定着については、産業資本確立期の指標として考えられていな
靴い。この点は重複になるが、後進資本主義国の観点の欠除といえよう。
０
 
１
 
Ⅷつぎは独占段階の問題についてである。これは産業資本段階にあらわれ、独占への移行の問題とも関連するが、大炭
川鉱を頂点として、財閥系資本による中小炭鉱の支配、系列化についてである・特定の炭鉱が産業資本段階に到達するこ
１
 とによっておくれた経営様式の中小炭鉱よりたえず超過利潤を獲得し、それをてこに中小炭鉱をその支配下におき系列
てはならない。こうした基軸部門という考え方を入れて、そこにおける機械導入と産業資本確立の問題を分析するべき
であると考える。
3３ 
一一で分析したように、三池炭鉱は一九○○年代中ごろにおいて産業資本として確立し、その基本的性格を獲得したと
考
え
る
。
し
か
し
、
同
時
に
指
摘
し
た
よ
う
に
、
産
業
資
本
段
階
に
み
あ
う
と
こ
ろ
の
、
資
本
・
賃
労
働
関
係
が
た
だ
ち
に
創
出
さ
れ
た
と
は考えない。その端緒として、囚人労働・納屋制労働の解体、直轄坑夫制の開始があげられる。その直轄坑夫制も、産
化遙すすめるわけである。石炭産業においては大炭鉱と中小炭鉱の経営様式の差がはなはだしいため、その支配もより
強固なものとなる。財閥系資本は、この大炭鉱の経営様式を一部移行させ、生産力を上昇させながらみずからの所有鉱
区を拡大、独占していく。したがって、鉱区の独占という独占段階の指標は産業資本段階にその特質と関連して登場す
る。このことは独占段階への同時的移行との問題とも関連するが、四においてふれることになろう。
もう一つは独占段階の指標の問題で、化学工業および電力について考える必要がある。’九一○年代以後、化学工業
が開始する中で、原料としての石炭の役割が登場する。本格化するのは一一○年代以後であるが、財閥系資本のなかで化
学工業部門の発達と関連して考える必要がある。このことは三井においてかなり典型的にあらわれるので、五において
若干ふれることとする。もう一つ、一般的指標として、独占段階のエネルギーとして汽力から電力への転化が考えられ
ろ。それと平行して坑内機械の電力化を何らかの型で指標化しなければならない。この点は本稿ではふれることはでき
な
い
の
で
指
摘
だ
け
に
と
ど
め
て
お
き
た
い
。
／=、／~、／－，
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同
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四
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三
池
炭
鉱
の
確
立
と
炭
鉱
労
働
『日本石炭産業分析』
二九四ページ。
3４ 
業資本にみあった賃労働を創出する基礎としての意味しかもちえず、その後の展開を通じて産業資本段階以後のそれぞ
れの段階にみあった賃労働を再編したのである。簡単にいえば、資本の有機的構成の変化がただちに新たな資本・賃労
働関係をうみだすとは考えない。したがって、その後の展開過程の中で、とくに産業資本段階にみあった賃労働か再編
されていく過程を産業資本確立期前後において具体的に考察することにしたい。
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
まず、一九○○年代後半以後の三池炭鉱の生産面での諸特徴について概観することからはじめたい。
第一は産出炭の増加である。第一表は三池炭鉱の出炭量をしめしたものである。第一次大戦以後より日本の石炭産業
は不況に落ち入り、生産調蕊をおこなうため、その段階以後は出炭量の動きから三池炭鉱の状況（発展）をストレート
に規定することはできない。出炭歴は一九一四（大正一一一）年を境に低下しているが、三池炭鉱の出炭能力が低下したと
第１表三池炭鉱出炭高 １確立後の生産面での諸特徴
~ﾗﾓｰ了宝i裏蕎年
１８８９ 
１８９０ 
１８９１ 
１８９２ 
1893 
1894 
1895 
1896 
1897 
繊一“酊皿
(明治22年）
２３ 
２４ 
２５ 
２６ 
２７ 
４６９ 
４９５ 
５９７ 
488 
599 
666 
649 
743 
６
１
０
８
 
６
８
９
８
 ２８ 
２９ 
３０ 
３１ 
３２ 
３３ 
３４ 
３５ 
３６ 
３７ 
３８ 
３９ 
４０ 
４１ 
４２ 
４３ 
４４ 
４５ 
101 
633 8６ 
1898 749 102 
1899 719 9８ 
1900 737 1００ 
1901 905 123 
1902 967 132 
1903 1,114 151 
1904 1.256 １７０ 
1905 1,321 180 
1906 1,478 200 
1907 1,498 203 
1908 1,527 207 
1909 1,574 214 
1910 1,790 243 
1911 1,989 270 
1912 2,173 295 
1913 （ Ｊ ２３
４
５
６
７
８
９
 
正
2,172 295 
1914 2,057 279 
1915 1,726 234 
1916 1,878 255 
1917 1,998 271 
1918 1,873 255 
919 1,957 265 
920 1,828 248 
－－一－－－－－
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻
（会計課)附表
注）単位1,000トン，指数は1900年
を１００としたもの
3５ 
〆ザは必ずしもいえない。それ以前の段階は一九○○年以後は一貫して出炭が増加傾向を示している。指数を参考にすると
第一のピークは一九○六’八年で、第一一のピークは一九一二・一一一年である。出炭面からみた場合、一一一池炭鉱の確立直後
に第一のピ１クをもっていることに注目する必要がある。このことは第一一表の益金の動きからおぎなうことができる。
出炭量の第一のピークである一九○六（明治三九）年に益金が、それまでの一○年間の平均より約三倍という飛躍的な増
加を示している。このことも、前の結論を論証する一つの材料とみてよいであろう。この益金の動きをみると、ここで
は直接重要な論点とはならないが、日本の石炭産業が不況に入り、第一次大戦後に益金の第二のピークがあることにも
注目する必要がある。これは不況期をつうじて、独占段階に入っていることを示す、有力な根拠となるであろう。
第二は一一一池炭鉱の鉱区の拡大についてである。石炭産業における鉱区の意味は隅谷氏が的確に指摘している。すなわ
ち、「鉱業においては、労働対象である炭層こそが生産過程を基本的に規制するものであったのに対応し、炭層を包含
（１） 
した鉱区所有こそが経済学的分析の基底である。鉱区所有と鉱業との関係は、土地所有と農業との関係に照応し」てい（２） 
ろ。土地は蝉皐度の減退はあるが、鉱業における「採掘は炭属自体の消滅を意味し、鉱区所有自らが無内容化していく」
第２表三池炭鉱各年益金
庇
年次｜益金
年，
３
４
５
６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
 
２
２
２
２
２
２
２
２
３
３
３
３
３
３
３
３
 
２
 
治明く
１５ 
１８５ 
２１９ 
２５ 
５６２ 
８２９ 
１，１１５ 
９７３ 
743 
1,854 
1,768 
1,124 
1,302 
1,129 
1,４６５ 
１，５６２ 
1885 
1890 
1891 
1892 
1893 
1894 
1895 
1896 
1897 
1898 
1899 
1900 
1901 
1902 
1903 
1904 
1,658 ８
９
０
１
２
３
４
５
 
３
３
４
４
４
４
４
４
 
1905 
3,850 1906 
3,837 1907 
2,752 1908 
2,456 1909 
2,736 1910 
2,468 1911 
2,876 1912 
1913（大正２） 2,848 
2,693 ３
４
５
６
７
８
９
 
1914 
2,025 1915 
1,571 1916 
4,249 1917 
11,399 1918 
14,057 1919 
12,536 1920 
出典）「三井鉱山五十年史稿」
第10巻(会計課)附表
注）単位１，０００円
3６ 
ほ一九○六（明治一一一九）年まで、ほと
んど変化はないが、’九○七（明治四○）年に、おおよそ倍の拡大をみている。この時拡大した鉱区は、当時として画期
Ｊ
 
榊的な有明海の海面鉱区であった。この鉱区をめぐって牧田環の次のような興味ある談話があふ型）
く鉱
その当時（最初にこの海面鉱区の採掘願を監督署に提出した一九・・年前後のことｌ筆者）、海の中の鉱区を出願しようかと
肱いうことが起った。それは海中はさういふことは出来まい、海の中は採れまいと思ったけれども鉱区を取って邪魔されるという処
庄がある。鉱区の権利が有っても、石炭はこっちは掘れないし、向うも掘れないから、さういふ掘れない所は許す、許さぬといふ間
代題で田中隆一一一時代に大分僕等議論したものだ。そこを出願する必要があるかないかといふ問題はね・けれども海の中に設定しては
畔いかぬという理屈もなし、設定されてしまふと掘れなくなってもこっちはいけない・昔の官業時代から明治一一一○年前後まで、末期
１
 
９
 
１まで政府では海の中は採っていない。陸だけ採っている。それからその疑問が起って来たから丁度田中鉱山局長だったか、海の中
へⅡの海岸に沿って一鉱区百万坪という程の鉱区を何と出願して取ってしまった。
９
 
１
 
牧田環の語るところによると、他鉱区との関係から、その有明海の鉱区を確保したようであるが、その海面下から、
第３表三池炭鉱鉱区の増加と三井鉱山（石炭部門）鉱区
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出典）「三井鉱山五十年史稿」第10巻
附表注）単位1,000坪
という矛盾をもっている。「石炭産
業の基底が鉱区所有にあるというこ
とは、石炭生産の量的拡大が、埋蔵
密度を別とすれば、鉱区の大きさに
（３） 
制約される」。
三池炭鉱の鉱区の拡大と三井鉱山
の石炭部門の中での位置は上の第一一一
表からうかがえる。一一一池炭鉱の鉱区
3７ 
￣ 
やがで－大炭層が確認された。この炭燭は一九一一一一（昭和六）年の調査では、埋蔵炭鐘一一一億トンと算定され、三池炭鉱
の今日までの発展にきわめて大きな役割をはたした・との一九○七（明治四○）年の鉱区の拡大は、確立後の三池炭鉱の
展開の重要な出発点といえよう。
第一一一の特徴は一一一池炭の輸出の割合の減少である。一一においてもふれたように確立以前の一一一池炭鉱の産出炭は、国内に
おいて石炭需要の対象となる製鉄業をはじめとした産業の未発達とも関連して輸出に多くをふりむけていた。しかし一一一
第４表石炭の需要
８６ 
２９ 
０ 
Ｒ 
、－ｺ
R 
b｣ 8６ 
出典）『農商務統計表』より作成
注）単位1,000トン 池炭鉱の確立、および日露戦後、「消費資料生産部門」にひきつづいて機械工業・製鉄業を
中心とした「生産手段生産部門」の産業資本の確立にみられる工業の発達が展開した。と
くに、一九○一（明治三四）年の八幡製鉄の操業開始、一九○六（明治三九）年の国内銑鉄生
産量が輸入をはじめて上まわるなどの展開から、一一一池炭の国内での需要が一定程度確保さ
れる状況が生まれた。このことは第四表の工場用炭の動きが参考となる。前にもふれたよ
うに石炭産業は、国内の主要産業部門の発展にうながされて、それに付随して展開する産
第５表三池炭出炭にしめる輸
出の割合
％ 893（明治2（
□ 生４
４４ 
ワＣ
90 
出典）「三井鉱山五十年史稿」
第２巻附表
業部門である。このことから考えて、この石炭の国内需
要の進展は、三池炭鉱の確立と密接不可分である。
以上のことは三池炭の輸出の割合の減少として表現さ
れている。第五表を参照していただきたい。一一一池炭鉱の
鵬出炭に対する輸出の割合は一九○○年代には五割をわ
り、一九○○年末には四割を切り、除々にではあるが、
減少していることがわかる。
3８ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
確立後の一一一池炭鉱にとって、労働力の確保は中心的課題となった・それはひとつは炭鉱の労働が重労働であり、過酷
な労働条件を強いるからである。しかし一方、坑内に機械が導入されることによって、囚人労働、納屋労働などの強制
的労働のみにたよることができない条件もあらたに出現した。そのため労働力の確保の見地から坑夫の募集制度の確立
ｌ直轄坑夫制の確立がみられた。また、坑夫の移動率を低下させるために売勘場制度、社宅制度などの坑夫保護政策の
整備がおこなわれた。さらにそうした労働者の中で基軸部門にたずさわる労働者、たとえば採炭夫などを中心に教育制
度をととのえ技術伝習がおこなわれた。これらの条件は全体として基軸部門の労働者を「近代的」プロレタリアートと
して成立させる条件となった。しかし基軸部門以外には依然として囚人労働が残存し、また与論島人夫に代表される差
別労働が使用されたことに典型的に示されるように、「近代的」プロレタリアートを下から規定する労働力の存在も見
落してはならない。こうした労働者の差別という新しい状況をふくめて、基軸部門の中に「近代的」プロレタリアート
が登場したことは、産業資本段階の一一一池炭鉱の特徴をはっきりとしめしているといえよう・
募集制度について考える際、まず、募集方法の変遷を簡単にみることからはじめることにしたい。
一八八九（明治一三）年一一一池炭礦社「募集仮規則」・「坑夫取扱規則」制定
一八九八（明治一一一一）年七浦・大浦採鉱所「鉱夫募集人規程」制定
一九○一（明治一一一四）年一一一池炭礦社「鉱夫募集仮規則」制定
一九○五（明治一一一八）年一一一池炭鉱「坑夫募集須知」制定
１
 
一一一池炭鉱「坑夫募集規則」の制定
一一Ｆ
一九一六（大正五）年一一一池炭鉱「坑夫募集員及周旋人心得‐｜制定
２
募
集
機
構
の
整
備
3９ 
￣ 
￣ 
漆
｢,汁
亨
一
九
一
八
（
大
正
七
）
年
三
池
炭
鉱
「
坑
夫
募
集
規
則
」
改
正
一九○○年以前の坑夫は、囚人労働と納屋制度のもとでのものが大部分であった。囚人労働については、その労働条
（５） 
件も含めて、前にふれているので、｝てれを参照していただきたい。一一一池炭鉱には、一般には納屋制度はなかったといわ
れているが、募集請負人Ⅱ募集人を親方とする制度は、事実としては納屋制度にあたると考える。少し後のものになる
（６） 
が、それを》っかが》っ史料として七浦坑の「募集人規程」を次に掲げておく。
出
役
一
方
二
付
金
一
銭
第六条募集人鉱夫募集ノ際鉱夫一一前貸ヲナシタル時ハ鉱夫ノ所得十分ノー以内ヲ限り其稼高ヨリ控除ノ上償却ヲ受クル事ヲ得
第
半五
日山地ケ採条
一一年
五四三二間募
雇百百百百平炭集
函函函函均人
以以以以一二
夫上上上上日夫ハ
募
集
人
規
程
第一条募集人ハ相応ノ資産及信用ヲ有シ品行方正ニシテ曽テ信用ヲ害スル如キ犯罪ナキモノニ限ル
第
二
条
募
集
人
ハ
国
法
ハ
勿
論
当
事
務
所
諸
規
則
ヲ
堅
ク
遵
守
ス
ヘ
キ
義
務
ア
ル
モ
ノ
ト
ス
第三条募集人一一ハ一定ノ期限ヲ定〆鉱夫募集ヲ命ス但期限満了ノ后卜錐再募集ヲ命スルコトァルヘシ
第四条募集人ハ当所坑夫掛ノ指揮二従上鉱夫ヲ募集シ就役ノ示導住家器具等ノ世話ヲナシ尚間接二出役ノ奨励ヲナスヘキモノ
ト
ス
日
出
炭
総
高
ハ其募集鉱夫ノ採掘出炭高又ハ使役方数二応シ左表ノ割合ヲ以テ募集手数料ヲ給与ス
一函二対スル手数料
四
厘
五
厘
六
厘
七
厘
一函二対スル手数料
三厘一一毛
四厘四厘八
毛
五
厘
六
毛
4０ 
￣ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
第十五条
第
十
四
条
第十条鉱夫ノ稼賃金ハ本人渡シニテ｜切代理受取ヲ許サス
第十一条下宿ノ撰択物品ノ購買等鉱夫ノ生活二関シテハ一切其自由二任シ竃モ之ヲ束縛スル事ヲ許サス
第十二条如何ナル名儀二依ルモ鉱夫ヨリ直接二手数料ヲ徴収スル事ヲ許サス
第十三条左記ノ品目一一限り当事務所規定以内ノ価格ヲ以テ控除方ヲ願出ツルトキハ様賃金ヨリ控除ノ上募集人一一下渡スモノトス
但稼賃金二相当セル時日ノ分二限ルモノトス
ー、募集人ニテ仕賄ヲナセルトキノ食料
但此場合一天寡集人ハ鉱夫卜連署ノ上出願スルヲ要ス
第七条募集人ハ身元保証トシテ手数料ノ十分ノーヲ当所二積立置クヘシ
第八条身元保証金ハ満期ノ節下渡スモノニシテ当所ノ都合ニ依り募集ヲ停止スル時ノ外一切中途ニテ下渡サ、ルモノトス
第九条募集人ニハ単二鉱夫募集ヲ命シ其報酬トシテ前記ノ手数料ヲ附与スルモノニシテ一日一鉱夫ヲ鉱夫掛へ引渡シタル以上ハ
全ク当所直》職ノ坑夫トナルモノナリ故二該鉱夫使役上ノ措置二付異議ヲ挟ムヘカラサルハ勿論募集人ノ進退ニハ一切其
関係ヲ鉱夫二及ホササルモノトス
年
月
日
募集人前条々ノ規定一一違背シタルトキハ其軽重二従上相当ノ処分ヲナシ募集ヲ停止シ募集鉱夫二対スル特権ヲ剥奪シ尚
共不法行為ノ為〆鉱夫又ハ当所二対シ損害ヲ与ヘタルトキハ弁償ノ寛一一任スヘキモノトス
鉱夫募集人ターフンコトヲ望ムモノハ左ノ書面二身元引受人ノ連署ヲ以テ炭鉱事務所二願出ツヘシ
記
拙者儀貴所鉱夫募集人希望致候間御許可被下度請願候也
住
所
族
籍
職
業
本
人
何
、夜具及器物ノ損料
住
所
族
籍
職
業
某
年
齢
4１ 
〆
唖■
具体的には、第四条に募集人は坑夫の「使役ノー爪導化家器具等ノ世話ヲナシ間間接一一出役ノ奨励ヲナス」ものと規程
され、第五条に、その手数料も正式にみとめられている。さらに第六条の前借制の承認など、第九条の「募集人ニハ単
一一鉱夫ノ募集ヲ命ジ」という規定にもかかわらず、事実上の納屋親方とみてさしつかえないであろう。一八九○（明治
（７） 
一一三）年の募集人・募集限度人数・現在人員は次のごとくである。
〆第十六条鉱夫募集人ダル許可ヲ与ヘタルトキハ協議ノ上年期ヲ定ムルモノトス此場合本人及身元引受人連署ノ上左記ノ請書ヲ差
出スヘシ但満期二至り更二募集方ヲ命スルトキモ亦本条二依ル
三
井
三
池
炭
鉱
事
務
所
御
中
御
拙
者
儀
明
治
申ハ勿論万一
明
治
三
一
年
八
月
、、
何何
々々
三
井
三
池
炭
鉱
事
務
所
御
中
（第二条ヨリ第十四条迄記入ス）県
郡
藝
砲
拳
閏
年月日ヨリ明治年月日迄何年間御所鉱夫募集人仰付ラレ候一一付テハ左記ノ条々堅ク相守り可
違背致候節ハ御規則ニ依り如何様共御処分ヲ仰ギ柳力異存申出間敷為後日御請書一札如此一一候也
書
同
上
身元引受人
何
募
市
集
人村Ⅱ１Ｊ
身元引受人
何 族何籍
某
年
齢某
印茶
印
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
これらの募集請負人Ⅱ納屋親方は、一一一池炭鉱の確立期前後に囚人労働と共に退潮する。「明治三十四年九月坑夫募集
受負人杉野忠七募集契約満期一一付其名儀ヲ解除シ坑夫取締トシテ月手当一一十五円ヲ給与シ、四年間雇入し、其所属坑夫
百一一一十七名ハ明治一一一十四年十一月一日全部譲受ケ直轄坑夫ト乃一）とあることはそれを物語っている。
その後、一九○八（明治四一）年一○月、北田佐平治を最後として、募集受賞人制度は廃止された。この制度の廃止は
囚人労働の比重低下とともに、労働力確保にとって大きな問題であった。これにかわるものとして、会社職員の単なる
募集のみを担当する募集人ないしは募集嘱托人が登場する。
囚人労働、納屋労働にかわって、直轄坑夫が中心となったのは一九○○年代中ごろ以後のことである。
これより先、一八九四（明治一一七）年六月、一一一池炭鉱総務課坑夫係より次のような稟議書が提出されている。 （９） 
新夕一一募集坑一夫ハ
本
荷
九
合
荷
八
合
荷
七
合
荷
へ佐；擁笠原西荒能北合野島原田山木勢田計岩慶寿順左一三益寅四藤三太平郎修蔵郎平郎郎治
○二
○八○八八八八○○○○○○○○○○○ 名名名名名名名名名
九一
一七七五七四六二一
一七二六二一二○一名名名名名名名名名
時直轄鮪ヲ以テ日雇賃ヲ絵シ使用ノ儀稟議
一一一十五等旦屋拾時間賃金八銭
三
十
六
〃
〃
七〃
4３ 
右の史辮は、一九○八（明治三一）年のものであるが、ほぼ前の指摘をうかがいしることができる。しかしこの給与表
は、翌一九○九年にすぐまた増額されるほど、募集は順調ではなかった。こうした状況から、事務長山田直矢から本店
にあてた「手紙」二九○九年のもの）のなかに次のような認識が生じる。その一つは「採炭夫募集ノ困難ナル事一一一賃
銭二可有之トノ御意見一応最一一存候得共増賃ノ事ハー回実行スレバ再ピ減賃センコト非常二六ケ敦」く、「採炭夫有り
（、）
余ル様相成候一アモ今更減賃ノ事ハ容易二行ハレズ」というものである。募集困難↓増賃のかかえている問題の経営に対
六
合
荷
五
台
荷
三
十
七
〃
一ハ〃
“右ハ今般直轄坑夫減員二付新夕一一募集候処何分手馴レザル事業故採炭賃ニテハ稼業永続ノ見込無御座侯条直轄賄ヲ以テ前記ノ日雇
賃ヲ絵シ一ヶ月乃至一一ヶ月間使用候得ハ慨々手馴レ永続候様被存候間御許可相成候様致度此段稟議候也
以上の史料からうかがえるように直轄坑夫の有利性の認識から、その方向を追求していたと考えられる。一八九○年
代後半には石炭市場が好況を示し、三池炭鉱の発展の中から、新たな労働力の補給・確保が課題となった。こうしたな
（、）
かから、一つは家族持坑夫の優遇策をととのえ、労働力の旦坐の確保と労働者の居付Ⅱ定着をはかった。
従来新募集坑夫ハ慨シテ未熟ノ者勝ニシテ採炭ハ勿論日雇モ最初六十日間ハ衣食雑費二足ルベキ賃銭ヲ得ル能ハズ殊二妻子携帯者
ノ
如
キ
ハ
非
常
ノ
困
難
ニ
陥
り
、
遂
ニ
ハ
逃
亡
ス
ル
モ
ノ
不
得
止
一
一
至
し
り
、
事
業
上
群
不
得
策
二
付
自
今
新
募
集
坑
夫
着
山
ノ
当
日
ヨ
リ
六
十
日
間
ハ
別表ノ通り四種二区別シ、特別御手当金支給（中略）
新募坑夫手当金給与表（単位厘ｌ筆者）
（綱着即鞘）（剛循暇細舶如一一一一州乳Ⅲ）（暇炸斗柵澗朏役）
採炭夫｛糊柵持一一一○○
五
○
五
○
五
○
五
○
五
○
坑内日雇夫｛轍柵持一一一○○
一一一○
三○
五
○
三
○
三○
4４ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本） する不安定性についての指摘である。こうした認識から労働者の差別支配が生じるのである。さらにもう一つは「是迄
応募集来リ侯モノノ内士百姓ニシテ世に慣レザルモノハ足ヲ止〆侯エ共少シク世慣レタル者ハ皆逃走ヲ企テ甚シキーー至
リテハ、今夕来リテ明朝ハ既二逃走シタルモノモ多々有之・斯クテハ、到底募集ノ目的ヲ達スル能ハザル次第一一付、世
慣レザルモノノ外ハ断然募集セザル事一一致申隆）というものである。「世憤レザルモノ」は定着し、「世慣レタルモノ」
は移動がはげしいという状況から、前者を重視するというものである。しかし、「世慣レタルモノ」は一応技術獲得者
であるが、「世慣レザルモノ」Ⅱ土百姓に対しては、技術を必要としない単純労働、すなわち、基軸部門以外の労働に
従事させるか、又は一部の技術教育をはかることによって、基軸部門の労働者に仕立てあげたわけである・
一一においてふれたように一九○○年代中ごろの三池炭鉱の確立以後、排水汽罐、電動エンドレスロープ、柱引採炭の
導入により、こうした機械化にみあった賃労働の創出が重要な課題になった。その際にとられた方法として、直轄坑夫
制が考えられる。この制度の背景には、「大浦ノ採炭夫ノ如キハ現今ノ賃銭一一廿ンジテ十分一一出役致居候次第二付当礦
ニテハ可成文此実例一一基キ土百姓ヲ募集シテ土着採炭夫ヲ作ル方針ヲ収ル方得策ト存候」という周辺農民を採炭夫とし
（過）
て育成することが考一えられた。採炭夫を中心とした坑夫は、会社の直轄の坑夫として募集された。その規則となるもの
は次のようなものであっ加卜
．．二Ｚｌ－ｉＬＦ”灯咽厘鴨契溌坑夫募集須知
一、契約坑夫ハ男女共身体強健品行方正（飲酒一一耽り賭博ヲナシ又ハ争闘ヲナシ其他文身ナキモノ）採運炭ノ業一一祷
一、坑夫契約年限ハ満一ヶ年以上トシ各身元引受人連署契約ヲナサシムルモノトス
一、契約坑夫ハ期限内卜雌近親ノ疾病其他止ムヲ得ザル事故ノ為〆帰郷ヲ申出ダル場合ハ之ヲ許容スルコトアルベシ
｜、新募契約坑夫ニハ着坑ノ日ヨリ向う一一一日間ノ賄料ハ無代償ニテ給与ス
契約坑夫ノ賄料ハ一日男十六銭、女十一一一麦トラへ
一一一井三他山灰礦直幡契約坑夫一
女十三銭トス 一一耽り賭博ヲナシ又ハ争闘ヲナシ其他文身ナキモノ）採運炭ノ業一一適スルモノトス
受人連署契約ヲナサシムルモノトス
4５ 
“家族携帯自炊者一天日本白米一升二付代
時価其以下ナルトキハ実価二依り供給ス
尚味噌醤油其他日用品モ時価ヲ以テ供給ス
契約坑夫ハ食料及日用品一切ヲ秣賃銭簿ノ金額ヲ限度トシ売勘場ヨリ受取ルコトヲ得
契約坑夫家族携帯者ニシテ寝具炊具ヲ自弁シ得ル者ニハ納屋一室ヲ、独身者ニハ合宿納屋ヲ無料ニテ貸与ス
但家族携帯者ト錐寝具炊具ヲ自弁シ能ハザルヵ又期間ナキ時ハ当分合宿セシム
ー、契約坑夫ニシテ納屋一室ヲ貸波シタル者ニハ衛生費トシテ毎月金十五銭ヲ稼賃ノ内ヨリ引去ルベシ其他ノ諸係金ハ総テ会社ノ
、稼業時間ハ昼夜ヲ｜一方二区別シ一万名十二時間以内トス
、稼業賃ハ先山后山ノー一種二区別シ且其稼業ノ程度ニョリ等差アリト雛平均額ハ概要左ノ割合二相当ス
先山金七十銭内外、但一函（七百五十斤）採掘賃五銭ノーカノ稼賃ヲ平均シタルモノ
后山金四十五銭内外但一函二間以内四銭五厘以上十二間毎一一五厘増シノ一日稼賃ヲ平均シタルモノ
｜、契約坑夫ハーケ月ヲ上十五日、下十五日ノー一期二分チ毎期十日以上勤続セツ新ニハ一期二付左ノ通り賞与ス
八合荷以上ノ者ニシテ十日以上勤続セン者ニハ金六十銭以上金一一円五十銭迄
七合荷以下ノ者ニシテ十日以上勤続セン者ニハ金四十銭以上金一円八十銭迄
一、契約坑夫中八合荷以上ノ者ニシテ一期ノ出炭百十函以上ナルトキ又七合荷以下ノ者ニシテ一期ノ出炭七十函以上ナルトキハ前
者ハ金八拾銭ヨリ一円迄、後者ハ金五十銭ヨリ七拾銭迄ヲ各三等一一区別シ前項以外二賞与ス
一、勤続者年末賞与ハ別二規定アリ
一、契約坑夫疾病ノトキハ無代価一一
但一家族契約者数人アルトキハ其主ナルモノ一人一一限り徴収ス
、稼業用器具消耗品等ハ坑夫ノ自弁トシ必要二応ジ供給ス、其代金ハ稼業賃ノ内ヨリ漸次払入レシムルモノトス
合宿納屋合宿者ノ寝具及食器ハ無料トス
負
担
ト
ス
稼業賃ノ計算ハ毎月二回トス
契約坑夫疾病ノトキハ無代価ニテ施薬治療ス
ハ日本白米一升二付代金九銭八厘、五ヶ年以上契約継続者一一
ハ白米一升一一付七銭八厘ニテ売勘場ヨリ供給シ
4６ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）以上の直轄坑夫制によって、宿譲生産者に対する規定は、一応形をととのえたと考える・これとならんで重要なもの
は同じ一九○五（明治一一一八）年に制定された「三池炭砿坑夫募集規則」である・その全文を次にかかげておこう。 （巧）
この中で重要な点をいくつか指摘しておきたい。第一は直轄坑夫は「採運炭ノ業一一通スルモノ」とされていたことで
ある。前にふれたように、会社直轄の坑夫を採用し、採運炭夫として教育し、坑内の基軸部門を担当させたわけであ
る。ここに直轄坑夫制の重要な役割があったと考えられる。第二にそれらの直轄坑夫の、採用後の生活に多くの配慮を
していることである。この点も「土着採炭夫ヲ得」るという認識の具体化としてみておく必要がある。第一一一は「契約坑
夫ハ可成夫婦者、若クハ家族持ノ者ヲ募集ス」とある点である。これは坑夫の定着をねらったものといえるが、同時に
坑夫の妻および家族の労働力もあわせて期待していたわけである・このことは、後に坑夫の賃金をみる時にも指摘する
が、坑夫単独では生活できない賃金であったとみることもできる。また、以上をつうじて三池炭鉱における労働者家族
の形成、さらに教育のところでふれるが「親ゆずりのプロレタリアート」の盗場の伏線ともなっていることもあわせて
指摘しておきたい。
第
三
条
第
四
条
第
一
条
第
二
条 、契約坑夫応募者ハ申込ノ際可成戸籍謄本又ハ抄本ヲ携帯スベシ
、契約坑夫ハ可成夫婦者若クハ家族持ノ者ヲ募集ス
条当砿坑夫募集ノ為〆嘱托員ヲ置ク
三池炭砿坑夫募集規則
募集上枢要ノ地二募集員ヲ麓ク
嘱托員ニハ毎月〒定ノ報酬ヲ支
募集員一一ハ募集坑夫一人一一寸簑
明治三八年六月
ハ毎月一定ノ報酬ヲ支給ス
ハ募集坑夫一人二付募集料金一一円ヲ支給ス
4７ 
〆〆
第五条募集員一一於テ周旋人ヲ置キタルトキハ其住所職業年令氏名ヲ当峨二報告スベシ
前項ノ場合周旋人ノ手当ハ募集員一一於テ弁ズベキモノトス
第六条募集員ハ履歴ノ概要、現業ノ種類、信用ノ程度ヲ調査シタル上之ヲ選定ス
第七条嘱托員ニハ募集費金二百円ヲ限り前貸スルコトヲ得
策八条募集員ニハ五円以上拾五円ヲ限り募集料ノ前貸ヲナスコトヲ得
第九条募集員ニハ三井三池炭礦坑夫募集所ノ招牌ヲ褐ゲシム
招牌ハ凡ソ幅一尺竪五尺トシ製造費ハ別二之ヲ支給ス
第十条募集員中成績良好ナル者ニハ賞与ヲ支給ス
第十一条嘱托員又ハ募集員一一於テ募集坑夫ヲ当砿一一送致スル時ハ坑夫ノ姓名、年齢、原籍及職業等ヲ記載セル書状ヲ持参セシム
第
十
二
条
第
十
三
条
金一円五十銭
一単身稼働者二就テハ
ー家族ヲ有スル者若クハ夫婦者二就テハ稼働者一人二付金二円
第十四条募集ノ為〆坑夫ヲ出張セシメタルトキハ坑夫旅費規則ニ拠り旅費ヲ絵スルノ外賃銭補給トシテ一日金七十銭ヲ給与ス
第十五条募集若クハ被紹介坑夫ノ旅費ハ汽車、汽船、宿泊料等最低ノ額二依り実費ヲ給与ス
炊具、寝具等必要品ノ運賃ハ其証明書アルモノニ限り実費ヲ給与ス
第十六条坑夫ノ家族中非稼働者ノ旅費ハ止ムヲ得ザルモノーー限り前条規程以内二於テ之ヲ貸与シ其食料ハ着後一一一日間一人二付一
但三名何上一時二送致スルトキハ其必要二応ジ宰領者ヲ附スルコトヲ得
此ノ場合ハ宰領者二第十五条ノ旅費ノ外日当一日金五十銭ヲ支給ス
坑夫其郷里二於ケル農繁ノ時期ニハ希望ニ依り期限ヲ定〆便宜ヲ与ヘテ帰郷ヲ許スコトヲ得
坑夫若クハ其他ノ者ニシテ当磯ノ許可ヲ受ケ其親戚知人ヲ紹介シ一一一十万稼働シタルトキ紹介者又ハ募集員二左ノ賞与ヲ
支給ス
ベ
ン日金拾銭迄ヲ貸与スルコトヲ得
坑具、炊具、寝具等ヲ持参セザ
寝具等ヲ持参セザル者ニハ必要ノ物品一一限り当初一回之レヲ貸与スルコトヲ得
4８ 
￣ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
このうち第一条、第一一条において、坑夫募集のために各地に嘱托員の配置について規定がなされている。第一一条にみ
られる「募集上枢要ノ地」とは、次の第六表からうかがうことができるＰ史料がとぼしく、この年次のみで、しかも採
運炭夫しかしりえない。これによると、出身坑夫の「枢要ノ地」は九州各県及び中国・四国である。なかでも地元の熊
本・福岡が大半をしめている。職種別の史料は、一九一一五（大正一四）年のものが最もふるいものである・それは次の第
七表である。いずれにしても一九○○年代以後には少くとも募集地域が、表中の科地域に限られていたことがわかる。
出身階層の史料があれば、もう少し深く検討できるが、その史料は今のところみあたらない。
その他の条項はいずれも募集人に対する規定である。第一一一一条からここでも家族侍の優遇を指摘することができる。
以上一一つの史料から、’九○五（明治一一一八）年には募集機構が完成したとみてさしつかえない。 （咽）
第十七条募集員若クハ坑夫二非ル者ニシテ当確ノ承認ヲ受ケ臨時二坑夫ヲ周旋シタルトキハ本則二準拠シテ取扱フコトヲ得
第十八条第八条ノ前貸証書様式左ノ如シ
証
書
前項貸与品ノ代金及非稼働家族ノ旅費食料等ハ合算シテ賃銭支払毎一一現金渡高ノ五分ノーヲ限り控除ス
附
剛
証
書
一
金
円
也
右ノ金員坑夫募集料引当借用仕候ニ付テハ精々坑夫ヲ募集シ貴雌二御送り可申侯万一拙者二於テ坑夫ヲ募入セザルカ
又ハ貴雛ノ御都合ニョリ募集員タルコトヲ寵ムル場合ニハ前記ノ金員無滞返納可致候後日ノ為〆証書価テ如件
住所（成ルベク職業記入）
年
月
日
募集員
氏
名
⑨
年
月
日
三池炭砿社御中
明治三十八年十二月
ﾛ 
一
月
一一
日
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福岡
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大分
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鹿児島
(九州計）
広島
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一
月
一
日
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二
日
、
三
日
但シ支柱夫以下ノ鉱夫ハ之ヲ四等二分チ七十五銭以上ヲ一等五十銭以上ヲ一一等三十銭以上ヲ三等一一一十銭以下ヲ四等トス
、
鉱夫ハ満十一一歳以上身体強健品行方正ニシテ労役二適スト認ムル者二限り雇入ヲナス
賃
金
ハ
毎
月
二
十
七
日
通
貨
ヲ
以
テ
支
払
う
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出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻(労務課１)83ページ
３
炭
鉱
労
働
者
の
存
在
形
態
坑夫の労働条件を考えるために、まず「鉱夫雇傭労
（Ⅳ） 
役規則」（一九○五年）←とかかげ、その検討をすること
か
ら
は
じ
め
た
い
。
第
一
条
鉱夫一雇傭労役規則
（明治三十八年十一月一日福岡鉱山監督署長許可）
鉱夫トハ左ノ労役者ヲ云う
｜、採鉱夫
二
、
支
柱
夫
三
、
運
搬
夫
四
、
選
鉱
夫
五
、
火
夫
六
、
職
工
七
、
雑
夫
5０ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）第一条にみられる鉱夫（坑夫）のうち、支柱夫とは、坑内において、採炭を確保する重要な職種の一つである。とく
に、切羽における天井の落盤を防ぐために、支柱を備えつけることは高度な技術を要し、採炭夫とほとんど同じほどの
役割をもっている。三池炭鉱で、一九一一○｜年代になると一時採炭夫が支柱夫をかねる時期もあったほど両者は不可分で
あ
っ
た
。 第十一条故意又ハ過失ニ依り当鉱山二損害ヲ及ホシタルトキハ賠償セシムルモノトス
第八条勤勉衆二超へ又ハ特二功労アル者ニハ臨時賞与ヲ給スルコトアルヘシ
第九条数年勤続シ平素勤勉ニシテ特別ノ勤労アリト認メタル者ニハ功労手当ヲ支給スルコトアルヘシ
第十条疎虞又ハ慨怠一一因り規則命令二違背シ其他業務上不正ノ行為アリタルモノハ情状ニ依り就役ヲ停止シ又ハ減給スルコト
ア
ル
ヘ
シ
二、紀元節
三、天長節
第七条鉱夫左記各号ノー一一当ルトキハ解雇ス但シ四
号乃至六号ノ一一一当ルトキハ一一週間前一一予告
ス
ル
ヲ
要
ス
｜、軽罪以上ノ刑二処セラレタルトキ
一一、規則又ハ命令ヲ遵守セサルトキ
一一一、怠惰粗暴又ハ不正ノ行為アリタルト，千
四、鉱業廃止ノトキ
五、身体虚弱傷擁疾病其他業務二堪へ一〈卜認
〆々ノルトーキ十
六、業務ノ都合一一依り減員スルトキ
第７表坑夫の出身地(1925年）
冑誓|竿總=しｌＥヨ
0９１２．０ 
８ 
Ｈ 
－J 
430 
Z’ 
４．０３２１」 」
８ ８ ０ 
, ｒ】 可
１
１
．
 
Ｆ
■
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出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻
（労務課１）８３ページ
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「
第８表坑夫平均所得賃金 釘
1917年1914年1908年1907年6年9０ 
上季|下季 下.季下季 上季上季上季｜下季下季
925 823 807 855 778 
130 
780 
131 
皿
皿
一
門
別
７
１
－
４
１
 
632 
106 
411 
105 
採炭夫{麓|君； 583 ９８ 143 155 135 138 
643 535 鰈{霧lilii 598 525 493 504 393 100 164 152 136 134 125 128 
ジ（所得の単位は厘）出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻(労務課３） 1,448ペ
第一一一条に第一条とともに賃金についての規定がある。一一一池炭鉱における坑夫の
平均所得は上の第八表をみてみよう。明治期の史料はとぼしいため、くわしくは
論ずることができないが、第八表を検討すると、まず採炭夫、坑内外職工旦雇そ
れぞれわずかずつではあるが、所得は増加傾向にあることがわかる。しかし、両
者の間には、かなりの賃金の格差がみられる。この三池炭鉱坑夫の賃金格差の意
味を考えるために、同時期の重工業の大経営における労働者、および日雇人夫の
賃金と比較をしたのが次の第九表である。まず、三池炭鉱採炭夫の賃金は、同時
期の重工業の大経営労働者のそれと比較して、かなり高い水準を示していたこと
がわかる。兵藤氏の最近の研究によると、この時期の電工業大経営労働者は「都
市下隅社会「一Ⅱスラム的賃金・生活条件から離脱を開始しているが、しかしこの
賃金のみでは家族生活はまだ成り立たず、妻子の補給（内職など）を必要として
（昭）
いた。一二池炭鉱採炭夫の賃金は、相対的には大経営労働者の賃金を上まわってい
第９表労働者の賃金比較
（1908年）
日給
三池炭鉱採炭夫
″職工日雇
海軍工廠職工
三菱長崎造船所
八幡製鉄職工
日雇人夫
78銭
０
８
０
４
３
 
５
６
６
６
５
 
角相対的には大経営労働者の賃金を上まわってい
たが、妻子の収入を必要
史の鯏棚証
ｊ
 
癖》刮呼》》揃
と
し
て
い
た
点
で
は
か
わ
り
は
な
い
。
こ
の
よ
う
に
み
れ
珈巻脈醐眈暇跡
ぱ
三
池
炭
鉱
で
、
家
族
持
労
ｒ
７
仏
軍
ｒ
係
一
Ｊ
第
Ｌ
海
著
関
ぺ
勘
考
が
望
ま
れ
た
こ
と
は
、
曲く
う
出
注
す
な
わ
ち
、
夫
婦
に
よ
る
労
5２ 
〆1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
｜方、雑夫を中心に、一方半宛連役二八時間労働）という、
間に労働条件の大きなへだたりを指摘することができる。
以上、賃金・労働時間を中心に一一一池炭鉱の坑夫の労働条件」
く一一つの部分に分けて考えることができる。
一つは、採炭夫を中心とした労働者で、この段階で賃金・労働時間において一応「近代的」プロレタリアートとして
の客観条件をそなえていた。もう一つは雑夫、職工日雇を中心にまだ残存する囚人労働も含めたスラム以下的生活を強
以上から、最初にみた一一一池炭鉱における採炭夫と職工日雇との賃金格差は、具体的には前者が重工業大経営労働者以
上であったのに対し、後者はスラム以下的賃金であったとすることができる。
次に第四条にみられる労働時間についてである。この規定にもとずいて、いずれの職瀧も、坑内外を問わず一一一時間
労働であった。一九○八（明治四一）年、万田坑採運炭夫を一一一交替制、八時間勤務にしたのをはじめとして、以後、冬坑
の採運炭夫は八時間労働に移行した。これは、一つには採運炭夫の労働の強度にもよるが、他方、「一一一交替制一一改〆出
（、）
炭能率ヲ挙ヶ」たという労働者側の問題もあった。ともかく、採運炭夫が八時間労働を確保したことによって「近代的」
プロレタリアートとして成長する客観的条件をえたことは疑いをいれない。
考えられる。
働Ⅱ収入によってしか一定の生活水準が確保できないことの表現でもあったわけである・
一方、一一一池炭鉱職工旦雇は、完全に重工業大経営労働者以下である。さらに、「日本の下層社会』の中で横山源之助
が、都市の下層社会の典型とした巨雇人夫の賃金と比較しても、それ以下であることがわかる・一一一池炭鉱においては、
採炭夫を中心とした基軸部門労働者以外は、この職工日雇に代表されるように、スラム的な生活条件のもとにあったと
鼎ブ箔ｑＩｋ－丈斗鋺適役（一八階贋労働）という、非人間的な労働時間も事実存在した。ここにも、両者の
条件の大きなへだたりを指摘することができる。
賃金・労働時間を中心に一一一池炭鉱の坑夫の労働条件をみてきた。三池炭鉱の労働者は、労働条件の面から大き
5３ 
謬〆
第10表三池炭鉱労働力数別構成
1892年’1897年’1902年11907年’1912年’1916年
93,355人
１２，６７７ 
１，０７８ 
５，２４０ 
４９，９１４ 
５，５４１ 
２３，１７５ 
８，０４４ 
11,706 
１５，４０５ 
18,690 
288,125 
１８，１４３ 
89,608人
６，７０３ 
４３，００７ 
５，２２２ 
５０，７５９ 
８，５９０ 
１２，８７７ 
７，８１７ 
９，０５２ 
１５，２０２ 
12,399 
261,236 
２０，３３１ 
62,190人
７，８４５ 
２３，７６４ 
４，３６７ 
３０，４０９ 
７，６４９ 
９，３５２ 
６，０８１ 
８，１５１ 
１１，３２７ 
10,825 
181,960 
２５，３４４ 
採炭夫
支柱夫
坑内運搬夫
坑外運搬夫
坑内雑夫
撰炭夫
運転手
火夫
坑外雑夫
諸職工
その他
合計
内四人
28,622人
２，５０５ 
６，８０３ 
３４ 
１７，２５３ 
０ 
２，１５２ 
２，４８６ 
２４０ 
２，１１０ 
552 
62,657 
６，３３１ 
26,519人
３，７２７ 
９，１９９ 
0 
33,349 
０ 
６，２４７ 
１３，７８２ 
６２ 
２，８００ 
174 
96,579 
10,177 
44,867人
５，６４２ 
２１，６９０ 
３，５９５ 
３５，７８７ 
４，５０７ 
７，７７１ 
９，５４４ 
５，９７４ 
１１，７３１ 
3,490 
154,595 
１８，７１４ 
出典）「三池鉱業所沿革史」第３巻（採鉱課３）付表注）各年12月１ヶ月間
の実働者総数
いられる労働者群である。その労働力構成は、充分な資料がえ
ら
れ
な
い
が
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
第一○表は原資料をもとに糟理したものである。各年次の構
成の変化を追うことはここでの課題ではないが、一応、構成に
め
だ
っ
た
変
化
は
な
い
と
み
て
よ
か
ろ
う
。
前
の
課
題
と
関
連
さ
せ
て
、
一
九
○
七
年
の
史
料
を
加
工
し
た
も
の
が
、
次
の
第
二
表
で
あ
る
。
こ
の
表
か
ら
推
察
し
て
、
採
炭
夫
を
中
心
と
し
た
基
軸
部
門
の
労
働
者
は
全
休
の
四
’
五
割
、
雑
夫
を
中
心
と
し
た
ス
ラ
ム
以
下
的
労
働
者
は
一
一
’
三
割
と
い
う
比
率
に
な
る
。
こ
の
数
字
の
中
に
は
、
囚
人
労
働
Ｃ
九
○
七
年
第11表労働力構成（1907年12月
末現在）
夫
夫
夫
夫
手
夫
工
夫
雇
日
也
灰
柱
搬
転
山
灰
職
他の
採
支
連
火
運
撰
諸
雑
そ
2073 ４
４
６
３
５
４
６
１
６
 
３
１
 
２
 
262 
938 
203 
312 
255 
378 
1285 
361 
合 計 6067 100 
出典） ｢三池鉱業所沿革史」第３巻
(採鉱課３）付表
Rzl 
売勘場制度の必要性について、「三池鉱業所沿革史」は以下のように整理してい緬卜
凡ソ鉱山ハ山間僻鞭ノ地二偏在シ、諸物資ヲ得ルノ便益ヲ欠夕モノ多キガ故二之二従事セル従業坑夫等ハ
⑩所在ノ商人ヨリ見スノー高価ノ物品ヲ売り付ケラレ
②衛生上有害ノモノヲ購入スルノ余議ナキニ至ルベク
③稼働二必要ナル器具等ヲ速力二手二入ル、事難キガ為メニ従業スル能ハズ生計二窮スルガ如キ事アルベシ
Ｊ
 
本橋
又経営者ヨリ見ル時ハ
く
凹鉱山労働ハ普通一般二嫌悪セラル、事甚シク、従テ其募集雇入ニモ不勘労力卜費用ヲ要スルガ故二、一刻モ早ク稼働二従
鉱
事セシムルヲ要スベク、依テ其生計稼働二要スル物質ヲ迅速且格安二供給スルノ緊要ナル事明カナリ（中略）
炭池
③労銀ノ曰払ヲナス所二於テハ、日々多額ノ流通資金ヲ要スルニ比シテ、物品ヲ以テ賃金内渡ヲナス時〈其物品ノ仕入代金
一一一の
ハ廷勘定トナシテ資金逼迫ヲ緩和シ得ルノ利アリ（後略）
代咋右の史料から炭鉱の地理的条件とともに、坑夫対策として、この売勘場制度が大きな役割を示していることを指摘し
１
 
Ⅵぅろ。「坑夫取扱規則】）の第一一条には、「本坑便宜ノ地二売物店ヲ開キハ本社定雇坑夫一一限」って「物品ヲ廉価一一テ
９
 
川売渡スベシ」と規定されている。この条項にあるように、売勘場の対象として、はっきり定雇坑夫をあげていることに
１
 も注目しておく必要がある。一別にみた直轄坑夫の募集規則の中にも、契約坑夫（直轄坑夫をさす）の家族携帯者に対し、
５
 
５
 
を例にとると全体の一割強をしめていた）をも含めている。後者については、与論人夫を中心として周辺の流出貧農がその
多くをしめ、いわば「半隷奴」的労働として存在していた。この点について、細部の分析は別稿にゆずりたい・
前者については、一応「近代的」プロレタリアートとしての客観条件をもっていたわけで、それとの関連で、以下そ
うした坑夫の定着していく過程と坑夫の教育についてふれることとする。
４
坑
夫
の
定
着
①売勘場制度
￣ 
女
こ
う
し
た
廉
売
品
の
な
か
で
、
最
も
大
き
な
意
味
を
も
っ
て
い
た
の
は
米
で
あ
っ
た
。
（顕）
一一一池炭鉱においては、払い下げ時から、「一二等米ヲ稼働者ノ出役方数二応ジ給与スル制度」があった。その制度が進
（顔）
んで、「初ハ単二一種ニシテ定約米（又ハ方米）ト称シ、代価ハ採炭夫及其他諸職工日雇同様二一升金七銭八厘」の安
も
っ
と
も
、
こ
う
し
た
売
店
制
度
（
九
州
の
炭
鉱
で
は
広
く
売
勘
場
と
い
わ
れ
て
い
た
よ
う
で
あ
る
）
は
各
炭
鉱
に
み
ら
れ
た
も
の
で
、
そ
の
内
容の充実の度合が実際の坑夫募集の際のポイントになった。したがって、坑夫の三池炭鉱への定着を考える場合、その
内
容
の
充
実
度
を
も
含
め
て
検
討
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
売勘場制度の創設については明らかではないが、三井への払下げ前後に一一一池囚徒保護会（一一一池集治監の囚徒及赦免後もひ
きつづいている者の保護。指導のために組織された互助会的なもの）の事業として、売勘場に類似の施設があったといわれる。
それは一八九一（明治一一四）年頃から整備をすすめ、その後売物店と称して大浦坑傍焼石に店舗を設けた。その当初の取
（理）
扱口叩目は「僅カニ米、味噌、醤油、酒、梅干ノ類二過ギ」ない小規模のものであった。すでにこの段階では後にみる様一
に売勘場制度の中で米の廉売制は、重要な位置をしめはじめていた。このことは「明治州二年一月ニハ米価下落、特二
（鋼）
箸シヵリシ為〆二、売物店ヘノ買人甚シク減少」したことからもわかる。その結果三池炭鉱内部に売物店の廃止の意見
が生じたが、討議のすえ逆に売物店の強化がはかれることとなった。｜丁玉・七浦・三坑下及大浦に一一一つの支店が増設
され、米以外の日用品の取扱をふやすこととなった。この時期に、光物店を九州特有の売勘場と改称したのである。
（型）
一九○一一（明治一一一五）年六月には、次に掲げる様な取扱口叫目を持つ大規模なものとなった。
これらはいずれも、坑内労働に必要な器具というより日用品が中心で、のちに、カンテラ、のみ、ゴム底、足袋など
の
追
加
が
な
さ
れ
る
。
売
勘
場
の
役
割
を
強
調
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
米
』
Ｊ
Ｊ
米酒油噌物干ン仕仲休拭綿紺油Ⅲ十心心し職上下棒
』
Ｊ
白
〃
〃
等一一一三搗清醤味漬梅川鵬〃〃手晒繊薪魚大糸燈草餓〃担鍬
木
く
く
価で売渡された。これは一八九七（明治三○）年に改正されて「定約職工日雇等（採運炭夫ヲ除ク）ニシテ一時間ノ賃
銭一銭六厘以上ノモノニハ其出役一口一一付一升又一銭六厘未満ノモノーーハ向六Ａロヅッノ割合ヲ以テ売渡ス、精米代価ハ
ー升二付金九銭八厘トス、定約採炭夫、運炭夫ニハ満十六才以上ノ者一一ハ出役一口一一付一升、又十六才以下ノモノニハ
同六合ヅッノ割合ヲ以テ完渡ス、コノ精米代価ハ現在通り一升一一付七銭八壁とある様に、採運炭夫にとくに金額の面
などで優遇処置がなされた。この時期の通常の売勘場での三等米代価は一升に付一一一銭であったから、その六割の代金
であったわけである。以上の定約米は「出役方数」および「出役一日一一付」とあるように、坑夫の定着の役割をはたす
とともに出役奨励の役割も何時にもっていたと考えられる。
どこの炭鉱・鉱山でも同様であるが、坑夫の出役奨励は重要な問題であった。一一一池炭鉱でも坑夫は、一一一日に一日の割
合で休むという傾向が強かったといわれている。第一一一表はそのことをよく示している。残念ながら一九○○年代の資
料はとぼしいが出役率は六割前後であったことはほぼまちがいない。
出役奨励は、通例、賞与などの増賃という方法でおこなわれる。一八九九年の採運炭夫の「出役奨励及勤務勉励ノ為印
〆増金ノ稟識」によると次のごとくである。
升〃〃〃〃〃脈〃〃ヶ袋〃〃本尺〃把升ケ
１
 
１
１
 
１
１
 
１
１
１
 
142厘
138〃
120〃
112" 
290〃
８０〃
３０〃
2８ 
4０ 
４８〃
210″ 
170〃
120〃
４０〃
１５〃
４４〃
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（釦）
即チ、旧定約ヲ改メテ勤続年数二応ジテ価格ヲ異ニス、是し後二年米卜通称セル所以ナリ。
この一九○七（明治四○）年の改革の主旨は明らかに先の「出役奨励」から「坑夫ノ勤続確保」という所に移ったと
みるべきである。勤続年数に応じて米価に差をつけているからである。勤続五年以上の坑夫の代価は一升七銭で、当時
ま
た
時
期
的
に
は
少
し
お
く
れ
る
が
、
採
炭
夫
の
賃
金
と
出
役
奨
励
に
よ
る
賞
与
と
の
比
較
は
次
の
第
一
三
表
よ
り
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
賞与は年毎にかなり大きく変動しているが、おおよそ、賃金の一’二割というかなり大きな比重をしめていたことがわ
か
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
賃
金
に
あ
ら
わ
れ
て
く
る
出
役
奨
励
は
、
主
に
好
成
績
な
坑
夫
に
対
し
て
与
え
ら
れ
、
表
彰
の
意
味
を
も
っ
て
い
た
。
こ
れ
に対し、日常的に広範な坑夫に対してかけられた出役奨励の意味を、定約米がはたしていたわけである。
一九○七（明治四○）年にはさらに内容が改正されて次のようなものとなった。
採炭夫及運炭夫ニシテ定約後一ヶ年ヲ経過シタル時ハ、左ノ代価ヲ以テ精米ヲ売渡ス
｣す
第12表坑夫の出役率
出役率満一
ケ
年
以
上
ノ
モ
ノ
｜
升
九
銭
〃一一一
〃
〃
八
〃
1905年 0％ 6４ 
1911 63.2 
1913 65.7 
1915 61.4 
1917 57.4 
出典）「三池鉱業所沿革史」
第３巻（労務課３）
1,415ページ
又石炭の好況時、例えば日露戦争時等には「日露開戦一一当り鉱夫出役奨励
ノ趣旨一一依り鉱夫時特別契約規程ヲ制定シ鉱夫移動防止、出役
奨励賞与金ヲ
（”） 
支
絶
」
す
る
と
い
う
よ
う
な
方
法
を
と
っ
た
。
ケ月出役日数二十日以上増賃金五拾銭
〃
一一十一ハ日以上〃七拾五銭
〃
満
勤
ノ
モ
ノ
〃
圭
直
円
5８ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）社宅制度について考えるが、まず「納屋」との関連を「三池鉱業所沿革史」をつうじて、少しふれておこう。「一一一池
一一於ケル採鉱夫ハ当地方ノ志望者ノミデハ充足シキレナカッタノデ、多クコレヲ他府県ヨリ募集雇傭シテ居夕・従ツ
テ此等一一対シテハ住居ヲ貸与スル必要上、各坑所一一納屋ヲ役テ採炭夫ノ大部分ヲ収容」していたとしている・これが社
（調）
宅として次第に整備されていったのである。史料の中に「納屋」の語がみられるが、社宅の呼称の最も古いものは官営
時代から継承した坑夫小屋で、これか一九○○年代初めより「納屋」となる・この「納屋」はいゆわる納屋制下の納屋９
ではなく（三池の納屋制は一九○○年代初頭に崩壊しているので）、単に建物にあてられた呼称とみるべきである。しかし一
５
 
(ii） 第13表採炭夫の平均所得社宅制度 lWiiijiilililiJMiiiJ 
9１８ 8６（139)lＯ９Ｒ２ 
J巷（労務
「此制度ハ我一一一池炭坑ノ一大特色トシテ世ニコレヲ誇りシ程一一、其売渡値ハ永代
不動トシテ確守セラ鞄とあるように三池の特色として重視され、又事実米価の変
動があっても一九一一○年代迄価格の変更をみなかった。又坑夫が「来山スルャ、米
ノ飯ガ食へルトテ畦丹ピシモノナリ、芋粟ヲ常食トセル南九州ノ賎民ニトリテハ蓋シ
尤ノ鞠一とあるように、売勘場の存在というより、そこで米を安く自由にかうこと
が可能であることが、重要な募集に際する特典であった。以上、売勘場の規模の拡
大・整備（一八九九年）、方米制度の確立（’九○七年）という一一点から考えて、一九
○○年代の後半には充勘場制度による坑夫の定着のための機能は確立したと考えら
れる。
通常代価が十四銭前後であったから、半額で米をうる優遇が与えられていたのであ
る。
力
八“八九（明治一三）年の坑夫納屋貸渡規則中には「納屋」の語があるように、必ずしも坑夫小屋が、単一に呼称されてい
たわけではない・一九○一一（明治一一一五）年以後は「納屋」の呼称は一貫している。次いで一九一七（大正六）年庶務主管
発の部通第一一八一一号ノーに「従来労働者ヲ収容スル当礦所属ノ建物ハ総テ納屋ト称シ来リ候処自今長屋卜称スルコトーー
決定相成候」とあり、その理由として同第一一八一一号ノー一に「坑夫ノ品性ノ向上箸シク彼等ノ自尊心そ亦高マリテ彼等ノ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
住居ヲ納屋卜称セルコトヲ嫌う傾向アリ、募集上多少ノ関係アリテ（傍点は筆者）元来納屋ナルモノハ人間ノ居住スベキ
（錨）
建物ノ呼称ニハ無之」とあり、「納屋」を長屋と変更することとなった。この長屋は一九二○（大正九）年、社宅とさ
らに改称される。この社宅制度を以下、規模・内容・管理の面から分析し、その一応の確立した時期を確定してみる。
確立期以前の三池炭鉱は「納屋」に代表される単身者用の坑夫小屋で、一八九四（明治二七）年の史料でも、「当時ノ
（妬）
坑夫ノ一二分ノーヲ収容スルニ過ギナカッタ」という程度のものであった。この坑夫小屋はいずれも平屋で、一九○○
（明治一一一一一一）年の勝立坑夫小屋の建築内容をみると「勝立納屋十戸建一一一棟、桁行十五間梁間一一間半、木造平屋建瓦葺附
一九○一一一（明治一一一六）年の状況は次の第一四表からうかがうことができる。平均値をみるとおおよそ一棟七戸、一戸
に付坑夫一一人居住ということになる。この時期の全坑夫数は五千人前後であるから、居住坑夫はその一一一割程度で一八九
○年代と大きな変化はなかったと考えてさしつかえない。
一八八九（明治二一一）年建築の坑夫小屋は、次の第一図であるが、前の平均的規模をこの図からもうかがうことがで
きる・この図は当時の坑夫小屋の代表であるが、これをみてもわかるように史料中の「戸」とは部屋とみるべきである。
これらは、あきらかに単身者用の納屋制的な合宿所である。土間には次の第二図と比較してもわかるように炊事設備が
なく、一八畳の大部屋がおかれていることなどから家族用の居住条件は考えられていなかった。その意味からは、この
（訂）
属廊一一一棟建坪三七坪五合」
である。
6０ 
1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
第１図1899年建築坑夫小屋
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻（労務課10）6,008ページ注）○内は畳数
キヨ滝岩
る。また、女子労働が男子労働の約半数をしめてい
ることから、家族侍坑夫が次第に増加しているとみてさしつかえなかろう・
こうした状況のもとでつくられたのが、一九○八（明治四一）年の七浦坑坑夫長屋
である。その建築図は第一一図である。六綴一間であるが、土間には炊事施設が付属さ
れている。建築経費も同年の従来形式の坑夫小屋の場合坪当一一一円であったのに対
し、一一四円と割高で、それだけ施設の充実をはかっていたといえよう・
その後、「明治ノ中葉カラ大正ノ初期ニカケテノ坑夫納屋ハ総テ木造平屋デアッタ
ガ、大正六年二至り万田及一一一坑二初メテ木造一一階建鉱夫長屋が建議されることとな
った。この一一階建長屋は、いわゆる炭住といわれるもので、三池炭鉱の社宅の典型となっ
肌
、】
８ 
９１６９ 
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻
（労務課10）5,892ページ
段階では、社宅としての本来の機能はまだはたして
いなかったと結論してさしつかえない。
その後、一九○○年代後半にいたって、前にみた
ように坑夫募集、とくに採運炭夫の家族侍坑夫募集
が進むなかで社宅の機能も変化せざるをえなくなっ
た。次の第一五表をみると各坑の社宅居住者のうち
稼働者数と非稼働者数が合計でそれぞれ一一千四百人
と一一千一一一百人でありほぼ同じ程度であることがわか
6１ 
讓臘ドトー
第15表 各坑坑夫小屋居住者（1906年） &『
五’律
棟 数
戸数
現住者
稼働者(妻
菫稼働(妻
畳数 ０ ● 
８
２
１
８
６
７
０
６
 
１
０
８
２
７
３
４
８
 
１
４
１
１
１
５
 
５
 ● 
９
１
－
７
８
４
７
８
ｌ
ｂ
 
３
４
．
７
０
０
］
６
７
０
 
１
○
］
【
Ｉ
６
８
９
３
１
？
９
，
 
９
ワ
１
４
１
 
１
６
 
２１ 
２２５ 
６０５ 
２２３ 
５０ 
１０７ 
225 
1,105.0 
０
 ● 
８
７
１
７
７
８
５
８
 
２
７
２
１
上
４
４
４
３
０
〕
２
４
２
２
３
９
Ｇヶ
ソ
１
 
１
 
３０ 
２６５ 
１，０７６ 
２８６ 
２０５ 
２４４ 
341 
1,315.0 
４２ 
３７２ 
１，３９４ 
５５４ 
２４７ 
２４８ 
345 
1.938.0 
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻（労務課10）5,903ページ
ば
な
ら
な
い
。
単
身
者
用
の
い
わ
ゆ
る
「
納
屋
」
形
式
の
「
飯
場
」
も
残
存
し
、
雑
夫
な
ど
を
中
心
と
し
た
労
働
者
群
が
、
そ
こ
で
強
制
的
な
生
活
を
い
と
な
ん
だ
。
ま
た
、
与
論
人
夫
小
屋
は
別
に
建
築
さ
れ
、
囚
人
労
働
と
と
も
に
差
別
支
配
を
う
け
た
こ
と
も
同
時
に
指
摘
し
て
お
か
な
け
れ
以
上
の
社
宅
の
施
設
の
充
実
と
と
も
に
、
そ
の
社
宅
の
管
理
に
つ
い
て
次
に
若
干
ふ
れ
て
お
き
た
い
。
第２図1908年七建築浦坑坑夫長屋社宅
管
理
に
あ
た
っ
て
は
、
一
九
○
頁
明
治
三
四
）
年
、
「
坑
夫
小
屋
世
話
人
服
務
心
得
」
￣■￣■0－－－－－－－－－－〒
一一可
－－Ｌ－－－－－－－－－－－－Ｉ 
Ｔｌ一
一
一
Ｆ’’一
人１１人Ⅱ
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻（労務課10）
６，０１５ページ
た。当時のものとしては、次の第三図が
その形式の代表である。この二階建の坑
夫
長
屋
建
築
を
も
っ
て
、
三
池
炭
鉱
の
社
宅
制
度
は
確
立
し
た
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
社
宅
制
度
の
確
立
時
期
は
一
九
○
八
（
明
治
四
つ
年
の
七
浦
坑
坑
夫
長
屋
か
ら
一
九
一
七
（
大
正
六
）
年
の
二
階
廷
社
宅
建
築
の
時
期
と
し
て
さ
し
つ
か
え
な
い
。
こ
れ
ら
の
社
宅
は
、
採
運
炭
夫
を
中
心
と
し
た
労
働
者
に
優
先
的
に
提
供
さ
れ
、
労
働
者
家
族
を
形
成
す
る
核
と
な
っ
た
。
し
か
し
一
方
、
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
第３図四山旧二階二間式社宅（1921年）討する。
第一坑夫小屋世話人ハ便宜小屋区内二居住シ坑夫取扱方ノ指揮ヲ受ケ諸般ノ取締ヲナスモノトス
第一一専ラ各室火ノー兀及建物樹木等ノ保存又ハ衛生上一一注意スルハ勿論他ノ炭山ヨリ坑夫誘引等ノ警戒ヲナスベシ
第三坑夫ヲシテ各自室ノ内外が勿論床下阿問等ヲ清潔ニシ且シ予〆順番ヲ設ケ日曜日毎二溝渠ノ掃除ヲナサシムベシ但排水不
良若クハ塵挨堆積汚臭不潔等ヲ見当リタルトキハ最寄ノ者ヲ誘導シテ直二掃除ヲ為サシムベシ
第四毎朝坑夫取扱方事務所二出頭シ出勤簿二捺印スベシ若シ欠勤スルトキハ其旨申出ヅベシ
第五坑夫ノ交代時間ハ勿論朝夕ノ出役ヲ勧誘スベシ又欠役病気等ノ人員ヲ取調べ坑夫取扱方へ報告スベシ
３
 
６
 
坑夫小屋世話人服務心得
出典）「三池鉱業所沿革史」第七巻（労務課10）6,061ページ
および一九一一一一（大正一一）年の「坑夫長屋居住
者心得」がその中心となっている。
まず管理者についてであるが、一八九八
（明治一一一一）年「坑夫小屋貸渡規則」の第七
条に示屋一棟又ハ数戸二世話人一人ヲ置塗
とある。その世話人が管理者としての最初の
もので、一九○一（明治三四）年に坑夫世話
人となった。当時の管理は冬坑の坑夫取扱方
が現場の管理者の中心で、その指揮のもとに
坑夫小屋世話人が実際の管理にあたった。
「坑夫小屋世話人服務心鹸を次に掲げ、検
） 
抑人
－し
｝''１ 
ﾉ、,
ｊ１１１ 
人
￣ 
⑥ （ 
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/、
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二
「ｊ一一一一Ｆト
Ｉ 
ＩｌＩＩｌＩｌＩＩＬ ４４ 一一
！ ↑ 入１ １ 人
￣ 
第一にみられるように、
存・衛生上の注意（第二）、
第16表坑夫世話人数 欝六常二坑夫ノ勤怠一一注意シ若シ故ナク欠役スル者アルトキハ親切可寧一一勧誘就業セシムベシ若シ之二応ゼザルトキハ坑夫取
４
 
６
 
ロ
ー
第七坑夫小屋二於テ集合瞭喋スルモノアル｜「フ見当リタルトキハ可寧二説諭一「フ加へ速二解散セシムベシ若シ之二従ハザルモノァ
第八坑夫及其ノ家族以外ノ者ハ坑夫小屋へ居住又ハ宿泊セシムルコトヲ禁ズ若シ不得止宿泊セシムルトキハ其住所氏名ヲ取糺
第第
十九
第十一坑夫小屋二於テ非常ノ事故起リシトキハ直二坑夫取扱方二報知スベシ
04年１１９１２年'1９１９
勝立坑
宮ノ浦坑
大ノ浦坑
七浦坑
万田坑
合計
人人Ｉ人 〈
０
句
。
〈
０
戸
○
ｑ
Ｊ
ｎ
ｊ
１
｛
 
「
上
Ｆ
Ｄ
３
６
２
４
６
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２
 
４
吉
。
。
Ｏ
】
Ｏ
］
イ
上
Ｏ
］１上
扱
方
へ
申
告
ス
ベ
シ
方へ申告スベシ
坑夫帰郷又ハ旅行若ハ退役セントスル者ハ坑夫取扱方へ申出認可ヲ得セシム可シ
万一無断ニテ逃走ノ坑夫アリタルトキハ直二其住室二就キ建造物及附属品ハ勿論貸与ノ器具等ヲ点検シ其結果ヲ坑夫取扱
シ坑夫取扱方ノ認可ヲ受クベシ
ルトキハ坑夫取扱方へ申告スベシ
明
治
三
四
年
四
月坑夫世話人は小屋に居住し、直接、坑夫の管理にあたった。坑夫世話人の仕事は、各室の保
坑夫誘引の響戒（第一一）、坑夫の出役監視（第五）、坑夫の就業勧誘（第六）であった。こうし
た内容からもわかる様に、坑夫取扱方Ｉ坑夫世話人の関係は、納屋制下の納屋親
第曲賊方ｌ小頭の関係に照応している。坑夫世話人の数は次の第一六表である。
革
Ｊ
この坑夫世話人は一九一八（大正七）年九月の万田坑暴動事件がおこって以後、
浴
、
｜所課
一
業
務
社
宅
守
衛
と
そ
の
名
称
を
か
え
た
。
鉱
労
（似）
池
く
次に管理される側の規則である「坑夫長屋居住者心得」について検討しよう。
一一一巻
ｒ７この心得を設定した理由は、「冬坑ノ坑夫小屋ガ漸次拡張セラレルニ伴ツテ坑夫
う曲〈
（狸）
出
居住者ノ取締ヲナス必要ガアル処カラ」であった。
、
戸1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
坑夫長屋二居住スル者ハ左ノ件ヲ心得ラルベシ若妄リニ之ヲ犯ストキハ長屋居住ヲ差止ムル事アルベシ
ー、各自ノ長屋ニハ仏壇一ヲ設ケ朝夕祖先ノ礼拝ヲ急ラザル様心掛ラルベシ
｜、役員其ノ他目上ノ人一一渕酎テハ必ズ相当ノ敬礼ヲセラルベシ
ー、朋輩ノ間柄卜錐モ朝夕杯ハ必ズーーーーロ葉ヲ一父シ互二挨拶ヲセラルベシ
｜、毎日出役前事務所ヨリ出役ノ督励アルベシ其時刻ニハ何レモ在宅シテ督励ヲ受ケラルベシ
ー、長屋内外ハ常二掃除シテ清潔ヲ保チ塵挨其他食上余り物等ハ総テ｜定ノ場所二棄テラルベシ
｜、便所下水溝ハ定メラレタル順番ニョリ不潔ナラザル様掃除セラルベシ
ー、火ノー兀ニハ別シテ注意シ荷モ粗忽ノ事アルベカラズ
｜、子供等ヲシテ長屋ノ壁又ハ板垣等二楽書セシムベカラズ
一、植付ケタル樹木ハ勿論長屋附近ニァル立木ハ大切二保護シ子供等一一モ折損セシメザル様注意セラルベシ
｜、妄リニ他人ノ山林一一入り薪ヲ採取シ又ハ樹木ヲ折り取ルベカラズ
、夜ハ九時頃ヨリ寝二就キ他人ノ哀紙一一長居セラルベカラズ
、学校一一遣ル子供等ハ勉メテ欠席サセヌ様セラルベシ
、現住者以外ノ者ハ宿泊セシムベカラズ已ムヲ得ズ宿泊セシムル時ハ派出所二届出ラルベシ
、現住者一一異動ヲ生ジタル時ハ速二派出所二届出ラルベシ
、旅行ヲ為サントスル時ハ派出所ノ許ヲ受ヶ旅券ヲ受ケラルベシ然ラザレバ途中ヨリ引戻サル、事アルペン
、事務所ノ許シナクシテ多人数相集マリ飲食スベカラザルハ勿論近処合壁二妨トナルベキ楽器ヲ弄ビ又ハ高一僥帷訳発セラルベカ
ら
、長屋ノー裏手ヲ囲う為〆垣ヲ作ルハ差支ナシト錐モ其ノ作り方二就テハ派出所ノ指図ヲ受ケ且シ構内ハ塵壌紙屑類ヲ散ラサルベ
カ
ラ
ズ
、菜園ヲ作ルニハ派出所ノ指図ヲ受ヶ妄リニ土地ヲ開クベカラズ他人ノ開キタル菜園ヲ作り替へ
（ママ）
リ渡シ杯セラルベカラズ
ラズ 坑夫長屋居住者心得
ルモ同様卜心得相互ノ間一一テ讓’
6５ 
以上、「坑夫世話人服務心得」、「坑夫Ｅ
年代前半までには確立したと考えられる。
この心得は、全体として一一八項目からなる居住者の禁止事項からなっている。その内訳は、管理面について一一一項
目、出役督励について一一項目、衛生面について一一項目、礼儀について一一一項目である。管理といっても、日常生活のこま
かい内容から、集会の禁止といった内容まで含んでいる。
引上、「坑夫世話人服務心得」、「坑夫長屋居住者心得」の制定で一応、三池炭鉱における坑夫の管理体制は一九一○
一、採炭二従事シ得ザル家族ニシテ他ノ稼働二従事セントスルトキハ派出所ノ許ヲ受ケーフルベシ
錘
。－、長屋ニハ共同風呂場アリ坑内一一行カヌ者ヲ入浴セシム風呂札ハ前以テ売勘場ヨリ買上受ヶ置ルベシ
｜、派出所ヨリ渡ス鑑札ナキ商人ヨリハー切物ヲ買ハルベヵラズ
以上ノ外別二定メラレタル規則又ハ時々ノ告示ヲ遵守スベキハ勿論不分リノ事柄ハ何二依ラズ派出所二承り合ハセラルベシ
但本心得中ノ願届等ハ総テロ頭ニテ差支ナキモノトス
、長屋ニハ共同風呂場アリ坑広一一行カヌ
学校児童卜六才未満ノ小供ハ無料ナリ
、如何ナル場合ニモ男女裸体ノ儘屋外二出デラルベヵラズ
、長屋内相互ノ間二於テハ物品売買金銭ノ貸借ヲ禁止ス止ムヲ得ザル場合ニハ派出所ノ許ヲ受ケラルベシ
、賭ケ事及ピ講会ノ類ハー切之ヲ禁止ス長屋外ノ催シト錐モ立触レラルベヵラズ
、爆発物及ビ刀剣ノ類ハ長屋内二置カルベヵラズ
、猟ノ外家畜類ハ長屋内二飼育セラルベヵラズ
＃
 
、．又
、長屋居住ヲ許サレタル者ハ可成速力一一戸籍謄本ヲ派出所二差出サルベシ
、冠婚葬祭ハ互二相助ケ合フベシト錐華美二流し又ハ為二休業スル等ノ事無キ様心掛ラルベシ
甫大正
二
年
五
月 遺
／ 
6６ 
￣ 
1900～1910年代の三池炭鉱＜橋本）
｜
、
遺
族
扶
助
料
賃金百日分以上
第六条遺族ナキトキハ死者ノ弔祭ヲ営ムヘキ家族一一四十円以内ノ弔祭料ヲ給与ス
第七条遺族若クハ死者ノ弔祭ヲ営ムヘキ家族ナキカ又ハ之アルモ遠隔ノ地一一住居シ葬祭ヲナス能ハサルトキハ死体引取人一一第
五条ノ葬祭料ヲ給与シ死体引取人ナキトキハ当鉱山一一於テ葬祭ヲナス
第八条第一一一条乃至第五条規定ノ賃金ハ負傷又ハ疾病前一一一十日間ノ就業平均額一一依り算定ス
第九条本則一一於テ遺族卜称スルハ死者ノ配偶者直系卑族及直系尊族ヲ言う
以上、坑夫の定着の過程について、売勘場制度、社宅制度、救済制度などをつうじてみてきた・これらの制度は一九
○○年代末’一九一○年代前半に確立したとした。そのことは次の第一七表によってある程度うかがうことができる。
坑夫の救済制度の良否は、坑夫の定着に大きな影響を与えていたと考える・救済制度については一九○五（明治一一一八）
年九月の「鉱夫扶助規逃をつぎに掲げるが、救済のすべての事態をこれによって推測するわけには必ずしもいかない。
この点については三池炭鉱の共済制度、共愛組合とも開連しており、別稿を用意しているので史料を掲げるにとどめる。
(iii） 第一条鉱夫自己ノ重大ナル過失二因ラスシテ業務上負傷シ疾病二罹リ又ハ死亡シタルトキハ本則ニ依り扶助ス
第一一条診察費及治療費ハ其実額ヲ給与ス此場合二於テハ当鉱山ノ医員若クハ当鉱山ノ指定セル医員ノ診察治療ヲ受クルヲ要ス
第三条療養ノ為〆休業中ハ療養日当トシテ其日数二相当スル賃金額ノ一一一分ノー以上ヲ給与ス
療養中ノ休業日数ハ当鉱山ノ医員若クハ当鉱山ノ指定セル医員ノ診断ニ依り之ヲ定ム
第四条不具廃疾トナリタル者ニハ不具廃疾ノ程度ヲ掛酌シ其賃金ノ百日分以上ヲ給与ス
不具蟻疾卜認ムルコト能ハサルモ特二其賃金ノ百日分以内ヲ給与スルコトアルヘシ
第五条即死又ハ治療中死亡シタルトキハ左記金額ヲ給与ス
坑
夫
の
救
済
鉱夫扶助規則
、
葬
祭
料
、
遺
族
扶
助
料
金十円以上
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第17表三池炭鉱採運炭夫の移動率次解５６７８９０１２３４５２３４５６７８９訓協侭し↑川ＣＩ伽‐臘論としたい・
年川棚Ⅲ仙棚川棚川棚加川加川Ⅱ肌加川川棚Ⅲ雌
技術教育についてここで少し分析しておきたい。そこでもふれたが募集した「世慣レザルー｜坑夫のうち、一部分をこの
教育機関に入れることによってその質的向上をはかった。したがって坑内で熟練をある程度必要とする基軸部門の坑夫
がその対照となる。採炭夫については史料を欠き分析ができないので、器械科伝習制度、支柱徒弟制度を検討する。
器械科伝習制度は、それが設置された理由として「器械科事業追々発達シ、多数ノ職工ヲ要スルニ他地方ノ者ハ永続
性二乏シキノミナラズ、諸職工夫欠乏シ、適当ノ者ヲ得難ク事業上差支ヲ生ズルニ至リシタメ、当鉱山二於テ技術優良
ノ職工ヲ養成」することにあった。その規則を右に掲げる。
次｜各年末坑夫数|移動率〃
三池磯山器械科伝習生規則
第一条伝習生ハ当磯山一一於テ必要卜認ムル器械二関スル技術及ビ之一一要スル学理ノー班ヲ攻習シ卒業ノ上当確山ノ業務二従事
1,639人
2,257 
2,079 
2,082 
2,397 
２，８４７ 
２，７４８ 
７ 
７ 
３，４８６ 
３，９８０ 
４，１６１ 
４，６３１ 
４，７４９ 
４，３９７ 
４，８８９ 
４，８２６ 
５，３０３ 
５，９９８ 
５，３０４ 
322％ 
225 
121 
８９ 
９ 
１１５ 
１１７ 
７ 
７ 
１２７ 
１００ 
７６ 
７８ 
９２ 
６０ 
１２１ 
１００ 
８７ 
８９ 
７８ 
ス
ベ
キ
モ
ノ
ト
ス
出典）「三池鉱業所沿革史」第７巻
（労務課２）1,230ページ
一般的には炭鉱。鉱山の労働者の移動
率ははげしく、また好況・不況による変
化も念頭におかなければならないが、一
九○○年代前半に比較して、それ以後一
九一○年代前半は、相対的に移動率が低
下しているといえよう。以上の数値を補
足して、この節の結論としたい。
５
坑
夫
の
技
術
教
育
２の募集機構の整備でふれた、坑夫の
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
第八条伝習生規則）｜背キ又ハ学業ヲ怠り若クハ疾病ノ為〆卒業ノ見込ナキモノハ退学ヲ命ズベシ此ノ場合二於テハ疾病二因ル
モ
ノ
、
外
既
二
渡
シ
タ
ル
貸
費
金
ノ
金
額
ヲ
｜
時
二
弁
償
セ
シ
ム
第
九
条
第
五
条
二
依
り
卒
業
証
書
ヲ
付
与
セ
ラ
レ
タ
ル
モ
ノ
ハ
当
磯
山
ノ
職
工
ト
ナ
リ
其
規
則
ヲ
遵
奉
シ
満
七
ヶ
年
間
誠
実
二
就
職
ス
ベ
キ
義
務
ァ
第
七
条
第
六
条
第
四
条
第
五
条
第三条伝習生ハ確実ナル保証人ヲ立テ本人二係ルー切ノ義務ヲ担保セシム尤モ其保証人卜為スベキモノハ父兄親族又ハ当礦山
鋤二条伝習生ハ左二褐グル資格ヲ有シ将来当礦山職工就職志願ノモノョリ選抜スルモノトス
前項ニ依り学芸優等ノ証明書ヲ与フルモノ、内特二優等ナルモノニ限り当砿山ノ見込ヲ以テ他ノエ業学校又ハエ場二入
学
セ
シ
メ
指
定
ノ
学
芸
ヲ
練
習
セ
シ
ム
ル
事
ア
ル
ペ
ン
但
其
費
用
ハ
当
磯
山
二
於
テ
実
費
ヲ
以
テ
支
弁
ス
伝習生ハ伝習年限中其技能ノ優劣ニ依り一日金十銭以上二十銭以下ノ金額ヲ貸費トシテ給与ス尤モ自己ノ都合ニ依り休
業セシモノニハ貸費金モ給与セズ但当磯山医師ノ診断ヲ受ケ休業スルモノハ此ノ限ニァラズ
伝習生病気二罹リタルトキハ一ケ月以内ハ当磯山医師ヲシテ無料ニテ治療セシム
貸費金ハ卒業ノ後職エトナリ誠実二職業ヲ勉励シ第十条ニョリ賞与金ヲ付与スルモノーー限り弁償ノ義務ヲ免ズルモノト
シ
合
格
ノ
モ
ノ
ニ
ハ
卒
業
証
書
ヲ
書
及
賞
品
ヲ
付
与
ス
ル
モ
ノ
ト
ス
ス 但別紙書式ニ依り保証人連署ノ契約書ヲ当磯山一一差出スベキモノトス
伝習生ハ当確山ノ諸規則ヲ堅夕遵奉シ役員及授業者ノ指揮二従上規定ノ年限内一一卒業スベキ義務アルモノトス
伝習年限ハ満三ヶ年トシ之ヲ一一一期二分チ毎期末其学力技芸ヲ審査シ優等者ニハ賞品ヲ与へ満年二至り更二其成績ヲ審査
シ合格ノモノニハ卒業証書ヲ与フルモノトス卒業者中品行方正超衆勉励ニシテ学芸優等ナルモノーー限り学芸優等ノ証明
一一於テ信用スルモノーー限ル
一
、
品
行
方
正
ノ
モ
ノ
｜、年齢満十五年以上二十年以下ノ男子
一
、
１
ｋ
自
甚
一
？
一
一
，
、
身
体
強
健
ナ
ル
モ
ノ
、尋常小学校以上ノ学術ヲ卒業シ又ハ之二等シキ学カヲ有スルモノ
6９ 
縮
『
次に支柱徒弟制度は、「其ノ目的トスル所ハ支柱一一関スル技術及坑内作業一般ヲ実地修得セシメ、将来小頭トナルベ
（幻）
、
キ中堅人物ヲ養成スル」ことに←のった。器械科伝習制度を坑夫の中核部分の養成と推論したが、この制度には「将来小
（妃）
、
頭トナルベキ中堅人物ヲ養成」（第一条）という様に明確に記されている点に注目すべきである。
この規則をみると、まず伝習生は一五’一一○才の青年で、一一一年間の教育期間とその後七年間の一一一池炭鉱坑内での就業
とが定められている。一一一年間の教育期間中は賃金を給与されることとなっている。またこの規則は、募集規則と重複す
る部分（第三条）もある。以上のことから考えて、「世憤レザルモノ」を一定の教育期間をつうじて、坑夫の中核にす
ろ
部
分
（
第
三
条
）
も
あ
る
。
以
上
の
こ
と
冬
え
よ
う
と
す
る
意
図
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
父
ル
モ
ノ
ト
ス
第十条前条一一依り職工トナリ満七ケ年間誠実二職業ヲ勉励シタルモノハ百円以上百一一十円以下ノ賞与金ヲ付与スルモノトス
但当磯山ノ都合一一依り又ハ疾病負傷ノ為〆解雇スルトキ若クハ本人死亡セシトキハ在職中ノ年数二応ジ本文ノ賞与金
第十二条職工就職中其職業ヲ怠り又ハ規則一一背キ其他当砿山二対シ不誠実ノ所為アリタルモノハ第九条二褐グル年限中ト錐モ即
時二解雇シ伝習生中付与シタル貸費金ハー時二弁償セシメ尚ホ損害アルトキハ其損害ヲ賠償セシム
第十一条第九条二褐グル職工就職年限中自己ノ都合ヲ以一ナ退職スルトキハ伝習生中付与シタル貸費金二時二弁償セシメ第十条
三
池
炭
砿
支
柱
徒
弟
採
用
規
則
第一条支柱徒弟ハ将来小頭トナルベキ志望者一一限り当磯ノ必要一一応ジ左ノ資格ヲ有スル苫ノ内ヨリ採用スルモノトス
ー、年齢十五才以上十九才以下ニシテ身体強健ノモノ
ニ、尋常小学校卒業者若クハ之卜同等以上ノ学力ノァルモノ
第
二
条
徒
弟
志
望
者
ハ
左
ノ
書
式
ノ
願
書
二
履
歴
書
及
戸
籍
謄
本
ヲ
添
へ
当
峨
へ
差
出
ス
ベ
シ
ヲ
付
与
ス
ベ
シ
ノ賞与金ハ之ヲ付与セズ
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
内容は、ほぼ前の「器械科戸
以上の技術教育、伝習制度Ｌ
本格的に、こうした技術教育擁
年代以後）および三池各坑青年
を
、
一
応
検
討
し
た
わ
け
で
あ
る
。
（４）「三井鉱山五十年史稿」第二巻Ｈ二八六’一一八七ページ。
（５）拙稿「三池炭鉱と囚人労働」（『社会経済史学』一一一一一’四）
（６）’一一池鉱業所「例記」（明治一一一一’一一三年）・「’一一池鉱業所沿革史」第七巻（労務課一一）六四八’六五一一一ページ。
（
７
）
同
右
六
三
○
ペ
ー
ジ
。
（
８
）
同
右
六
三
一
ペ
ー
ジ
。
（１）（２）隅谷三喜男箸『、
（
３
）
同
右
四
一
九
ペ
ー
ジ
。
第第 第三条徒弟ハ支柱二関スル技術及坑内一般ノ作業ヲ実地修得セシムルモノトス
但
シ
必
要
ナ
ル
学
科
ヲ
修
得
セ
シ
ム
ル
コ
ト
ア
ル
ベ
シ
第
四
条
徒
弟
ノ
年
限
ヲ
三
ヶ
年
以
上
ト
シ
本
人
ノ
成
績
ニ
依
り
随
時
卒
業
セ
シ
メ
卒
業
証
書
ヲ
付
与
ス
第五条徒弟一一ハ採用ノ日ヨリ一時間二銭以上ノ賃銭ヲ支給シ技術ノ進歩二従上漸次増加スルモノトス
第
六
条
徒
弟
ハ
採
用
後
二
ヶ
月
以
上
経
過
シ
タ
ル
ト
キ
ハ
定
約
夫
卜
同
様
ノ
取
扱
ヲ
為
ス
モ
ノ
ト
ス
第七条徒弟修業中又ハ卒業者兵役ニ復シ共一一成績優良ノ者一一シテ退役後再ビ就職シタルトキハ特二同期ノ者卜同様二取扱ヲ為
九八ほ
ぼ
前
の
「
器
械
科
伝
習
生
規
則
」
と
同
様
で
あ
る
。
亟
術
教
育
、
伝
習
制
度
は
募
集
制
度
を
補
強
し
、
労
働
力
の
質
的
向
上
を
は
か
る
意
味
で
重
要
な
役
割
を
は
た
し
た
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
技
術
教
育
機
関
が
重
視
さ
れ
、
大
規
模
に
お
こ
な
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
三
井
三
池
工
業
学
校
（
一
九
三
○
お
よ
び
三
池
各
坑
青
年
学
校
養
成
部
の
設
置
を
ま
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
時
期
で
は
、
そ
の
原
型
が
う
ち
だ
さ
れ
た
意
味
条徒弟諸規則二背キ業務ヲ怠り若クハ修業ノ見込ナキ時ハ解雇シ又ハ転役ヲ命ズルコトァルベシ
条
徒
弟
二
採
用
セ
ラ
レ
タ
ル
者
ハ
左
ノ
書
式
ニ
依
り
誓
約
証
及
身
元
引
受
証
ヲ
提
出
ス
ベ
シ
隅谷三喜男著『日本石炭産業分析」四一六ページ。
ス
モ
ノ
ト
ス
7１ 
ニゴ脾冊卜凪‐‐０１
｣「
／~､／~､／ﾛ、
３１３０２９ 
、_ノ、ソミーノ
同同同
右右右
（
妬
×
邪
）
同
右
五
○
一
八
ペ
ー
ジ
。
（
〃
）
同
右
五
○
’
八
’
九
ペ
ー
ジ
。
（
別
）
同
右
（
労
務
課
九
）
四
一
（
Ⅲ
）
同
右
五
○
○
一
ペ
ー
ジ
。
（幼×肥）同右五○○四ぺ‐
（皿）同右五○○五ページ。
（、）以上のべた点について、本稿とは視角がことなり、労務管理という立場からであるが、隅谷一一一喜男「炭鉱における労務管理
の成立」（脇村義太郎教授還暦記念論文集Ⅱ「企業経済分析らがくわしく、参考とした。
（Ⅳ）三池鉱業所「例記」（明治三八年）・「一一一池鉱業所沿革史」第七巻（労務課一）一一一五’’’’七ページ・
（肥）兵藤釦著『日本における労使関係の展開』’一一一六’一一二九ページ。
（田）「三池鉱業所沿革史」第七巻（労務課一一一）’一一一一一一一一ページ。
（別）同右（労務課九）四九九○’四九九一ページ。
（銘）同右（労務課一一一）一三六九ページ。
（
蛆
）
同
右
六
八
七
ペ
ー
ジ
。
（
Ⅲ
）
同
右
七
一
七
ｌ
七
二
○
ぺ
Ｉ
ジ
。
た
よ
う
で
あ
る
が
、
今
の
と
こ
ろ
《
（応）同右七一一六’七三○ページ。
〔
⑫
）
同
右
六
八
三
ペ
ー
ジ
。
（
９
）
同
右
と
じ
こ
み
。
（、）三池鉱業所「例記」（明治一一一一’一一一一一年）。「一一一池鉱業所沿革史」第七巻（労務課一一）六八○ページ。
（、）「三池鉱業所沿革史」第七巻（労務課一一）六八一一ページ。
（労務課九）五○一九ページ。
五
○
二
○
ペ
ー
ジ
。
三七八ページ。
五○○四ページ。
二○ぺＩジ。この史料は覚え書ともいうべきもので別に正文の「三池炭砿直帖契約坑夫募集規則」があっ
今のところ発見できないので、この史料をそれにかえておきたい。
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1900～1910年代の三池炭鉱（橋本）
（妬）「三池鉱業所沿革史」塗
（蛆）同右一一一六八九’三六一
（〃）同右三六九五ページ。
（咄）同右一一一六九六’三六十
（補注）本章の分析の前提と‐
/■、／~、／■､／、／~､／~、／、／~､／、／=、／■､〆、／へ４４４３４２４１４０３９３８３７３６３５３４３３３』、-ノ、-ノＬノ、-／、ソ、－ノﾐソﾐソ、-ノ、=ノ、-ノＬノ、＝
“）同右一一一六九六’三六九七ページ。
禰注）本章の分析の前提として、筆者は産業資本確立後の炭鉱労働として、一つは基軸部門における「近代的」プロレタリアー
トと他は雑夫その他にみられる「半隷奴的」プロレタリアートを措定している・こうした賃労働の一一形態は他の重工業部門にも
指摘しうるが、その理論的根拠などについては拙稿「日本帝国主義確立過程の労働問題」（『歴史学研究』一九七一年度大会報告
別冊特集ｌ『世界史認識と人民闘争史研究の課題』所収）を参照していただきたい。
「’一一池鉱業所沿革史」第七巻（労務課六）一一一六八七ページ。
同右三六八九’一一一六九一一一ページ。
同右（労務課四）一一一一一八七’一一一三八九ページ。
不充分ではあるが拙稿「三池炭鉱における共愛組合」（『一一一井金属修史論叢』第一一一号）で一応検討したが、本稿の視点を含め
て、別に再構成するつもりである。
同
右
五
八
七
七
ペ
ー
ジ
。
同
右
五
八
八
二
ペ
ー
ジ
。
同
右
五
九
四
一
ペ
ー
ジ
。
同
右
五
九
五
七
ペ
ー
ジ
。
同
右
五
五
○
九
ペ
ー
ジ
。
同右五五一六’五五一
同
右
五
五
四
九
’
五
五
工
同
右
五
五
四
一
ペ
ー
ジ
。
同右（労務課一○）五八七六ページ。
同
右
五
五
○
五
ペ
ー
ジ
。
一
一
一
拙
釛
業
所
沿
革
史
」
第
七
巻
（
労
務
課
九
）
五
○
二
五
ペ
ー
ジ
。
五五四九’五五五二ページ。
八ページ。
7３ 
移本
稿
は
、
日
本
に
お
け
る
産
業
資
本
確
立
期
の
理
解
、
お
よ
び
、
日
本
資
本
主
義
に
お
け
る
石
炭
産
業
の
役
割
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
一
および一一一において検討した。その上にたって、一一においては、資本の側から、おもに技術的側面を中心に、具体的に三
池
炭
鉱
の
産
業
資
本
確
立
の
諸
指
標
を
摘
出
し
分
析
し
た
。
さ
ら
に
四
に
お
い
て
は
、
確
立
後
の
三
池
炭
鉱
に
お
け
る
炭
鉱
労
働
の
分
析
を
お
こ
な
っ
た
。
研
究
史
の
整
理
の
際
に
、
す
で
に
指
摘
し
た
点
で
あ
る
が
、
産
業
資
本
の
確
立
を
、
資
本
と
賃
労
働
の
対
抗
関
係
の
本
格
的
成立という条件から考えるならば、この一一および四の一一つの分析をへて、はじめて、三池炭鉱の産業資本確立を論じる
こ
と
が
で
き
る
。
そ
の
意
味
で
は
、
二
に
お
け
る
産
業
資
本
確
立
の
完
了
の
指
標
お
よ
び
時
期
に
つ
い
て
は
、
技
術
的
側
面
か
ら
と
い
う
限
定
を
つ
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
四
に
お
け
る
賃
労
働
の
分
析
を
ふ
ま
え
、
三
池
炭
鉱
の
産
業
資
本
確
立
を
、
そ
の
問
題
だ
け
を
と
り
だ
し
て
規
定
す
る
な
ら
ば
、
一
九
一
○
年
代
前
半
期
が
そ
の
終
期
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
一
方
理
論
的
課
題
か
ら
も
、
事
実
の
問
題
と
し
て
も
、
こ
の
三
池
炭
鉱
の
確
立
期
は
、
同
時
に
独
占
段
階
へ
の
移
行
期
を
も
か
ね
て
い
る
点
も
竜
視
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
結
論
的にはこのことが、一一でも若干ふれた様に、一一一池炭鉱の確立の終期を技術的側面に限定して、少くとも一九○○年代中
ご
ろ
に
設
定
す
る
理
‐
田
と
な
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
三
池
炭
鉱
の
一
九
○
○
年
代
中
ご
ろ
か
ら
一
九
一
○
年
代
前
半
ま
で
の
時
期
は
一
で
は
、
資
本
、
賃
労
働
関
係
の
本
格
的
成
立
を
み
つ
つ
、
他
方
で
は
、
独
占
段
階
へ
の
移
行
を
か
ね
て
い
た
の
で
あ
る
。
本
稿
は
、
は
じ
め
に
も
の
べ
た
よ
う
に
、
三
池
炭
鉱
の
産
業
資
本
確
立
期
に
つ
い
て
分
析
す
る
こ
と
を
課
題
と
し
た
た
め
、
そ
の
課
題
に
そ
っ
て
一
九
一
○
年
代
前
半
ま
で
に
主
力
を
お
い
て
き
た
。
し
た
が
っ
て
独
占
段
階
以
後
、
す
な
わ
ち
一
九
一
○
年
代
後
半
以
後
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ま
で
の
分
析
の
延
長
と
し
て
、
以
下
、
限
定
し
て
論
じ
て
お
く
に
と
ど
め
た
い
。
夕
五
三
池
炭
鉱
の
展
開
九
○
年
代
後
半
以
後
の
展
望
Ｉ
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￣ 
1900～1910年代炭の三池炭鉱（橋本）
一一一池炭鉱のそれまでの飛躍的な発展を背景に、一一一井内部に一九○九（明治四一一）年一一一井合名会社鉱山部が設置され、
一九二（明治四四）年には一一一井鉱山株式会社が設置された。一応、指標的には、この時点を区切りとして、それ以後
を石炭産業部門での独占段階と考えているわけである。
この独占段階での一一一池炭鉱の分析はもはや、三池炭鉱という一つの経営の内部分析では不充分である。また隅谷氏も
第18表三井鉱山・三池炭鉱の鉱区の増加
単位1,000坪
三池炭鉱｜三井鉱山｜対全国比｜全国
1909(明治42)年
１９１０４３ 
１９１１４４ 
１９１２45 
1913(大正２）
19143 
19154 
19165 
19176 
19187 
19198 
1920９ 
庁ノーハペＪ－１ヘリ
ハ
ノ
■
（
ｕ
Ｊ
川
畑
言
、
Ｖ
Ｐ
【
〉
’
川
云
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
３
９
Ｊ
●
 
ｎｘＵ（ｕＪへ叩ｖ
川ユヨ’刈苛Ｆヘリ
７１，５１９ 
７７，０４９ 
７８，６３３ 
８３，４０９ 
８４，４３０ 
８５，３８９ 
８６，１７２ 
８８，５３３ 
89,234 
102,896 
105,191 
102,291 
15.2 
″ 
468,300 
503,688 
〃 514,０６０ 
15.8 
15.6 
525,905 
540,137 
14.8 574,947 
14.7 
〃
583,802 
598,470 
14.2 628,043 
14.4 665,075 
15.4 725,630 
13.0 782,877 
出典）「三井鉱山五十年史稿」第２巻 付表２
第19表三井鉱山・三池炭鉱の産出炭の増加
単位1,000トン
三池炭鉱｜三井鉱山Ｉ対全国比｜全国
1909(明治42)年
１９１０４３ 
１９１１４４ 
１９１２45 
1913(大正２）
19143 
19154 
19165 
19176 
19187 
19198 
1920９ 
1,574 
1,790 
1,989 
2,173 
2,172 
2,057 
1,726 
1,878 
1,998 
1,873 
1,957 
1,828 
２，６５７ 
３，０５８ 
３，４４４ 
３，８６２ 
４，０５６ 
３，９９５ 
３，４１７ 
３，６７５ 
３，８５８ 
３，７０１ 
３，９０２ 
３，６４９ 
17.6 
19.4 
19.5 
15,048 
15,668 
17,632 
19.5 19,639 
21,315 18.9 
22,293 17.8 
16.6 20,490 
15.9 22,901 
26,361 14.5 
13.1 
12.5 
12.6 
28,029 
31,271 
29,245 
出典）「三井鉱山五十年史稿」第５巻２付表２
および『農商務統計表』より作成
7５ 
露
； 
指
摘
さ
れ
、
本
稿
で
も
若
干
で
は
あ
る
が
三
に
お
い
て
検
討
し
た
様
に
、
独
占
段
階
の
指
標
に
つ
い
て
は
具
体
的
な
実
証
分
析
を
必
要
と
する。さらに一一一井の石炭部門とくに三井鉱山株式会社の独自な分析、その中での一一一池炭鉱の位置づけなどの作業を必要
と
す
る
。
こ
こ
で
は
そ
れ
ら
の
課
題
を
い
ず
れ
も
は
た
す
余
裕
が
な
い
の
で
、
三
池
炭
鉱
に
個
有
な
次
の
一
一
つ
の
問
題
を
簡
単
に
ふ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
独
占
段
階
以
後
、
す
な
わ
ち
一
九
一
○
年
代
後
半
以
後
を
展
望
し
て
お
く
こ
と
に
し
た
い
。
まず、三井鉱山の石炭部門における系列化と一一一池炭鉱の関連についてふれることからはじめる。
三
井
鉱
山
の
一
九
一
○
年
代
以
後
の
鉱
区
、
産
出
炭
の
全
国
に
お
け
る
比
重
は
第
一
八
・
九
表
か
ら
そ
の
概
況
を
う
か
が
う
こ
と
が
で
き
る。いずれも全国比は一五％内外で、傘下の北炭を加えると、おおよそ全国の四分の一に近い比重をこの時期にしめる
る
。
い
ず
れ
も
全
国
比
は
一
に
い
た
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
こ
う
し
た
三
井
鉱
山
の
発
展
を
一
一
一
池
炭
鉱
の
展
開
を
考
え
る
た
め
に
、
も
う
少
し
た
ち
入
っ
て
検
討
し
て
み
る
。
次
に
掲
げ
る
、
三
井
に
よ
る
炭
鉱
の
買
収
・
併
合
の
略
年
表
を
み
て
い
た
だ
き
た
い
。
一
八
八
八
（
明
治
一
二
）
年
一
一
一
池
炭
鉱
一
八
九
五
（
明
治
二
八
）
年
山
野
炭
鉱
一九○○（明治三一一一）年田川炭鉱
一
九
○
五
（
明
治
三
八
）
年
美
唄
炭
鉱
一
九
○
七
（
明
治
四
○
）
年
本
洞
炭
鉱
一
九
一
一
（
明
治
四
四
）
年
登
川
炭
鉱
一
九
一
四
（
大
正
三
）
年
砂
川
炭
鉱
一
九
一
四
（
大
正
三
）
年
松
島
炭
鉱
7６ 
￣ 
以上は一一一池炭鉱の場合をのぞいて次の一一一つの時期に区分して考えられる。第一は、一八九五年山野炭鉱から一九○
七年本洞炭鉱（美唄炭鉱は除く）の買収までで、筑豊地域にその対象が集中していた段階・第二は、一九一一年登川炭鉱
から一九一六年石狩炭鉱までで、北海道へ進出した段階。第一一一は』九一八年以後の外地（植民地）への進出の段階であ
る。以上の一一一つの時期は、かなりはっきりとした性格の相里〈を示している。ここでは一応、第一の段階の問題、すなわ
ち筑豊への進出について一一一池との関連で考えることとしたい。
』鮴一一一井の筑豊への進出の典型的なケースとなったのは田川炭鉱の場合である。その特徴について少しふれてみたい・
く
一九○○（明治一一一一一一）年に一二井は田川炭鉱を買収したわけであるが、その後、田川炭鉱はそれまでの停滞に比較して
鉱峨急速な発展をとげた。その理由はその時期以前に三池炭鉱で確立した「近代的」な炭鉱経営方法、たとえば機械導入、
に募集制度・売勘場制度・社宅制度の整備といったものを田川炭鉱にもちこんだことにある。それによってそれまで「お
６
 
軒くれた経営」の段階で停滞していた田川炭鉱は、’’一池炭鉱で成功した「進んだ経営」によって一挙に一二池炭鉱とならぶ
０
 
１
 
Ⅷ産業資本へと脱皮したわけである。このことは一一一池炭鉱からみれば、一一一池炭鉱が産業資本として確立したことの指標と
川もなっている。すなわち産業資本がおくれた経営様式を含め、その産業部門で「支配的になる」ことは、具体的には産
１
 業資本の経営様式をおくれた経営様式に注入することとなるわけである。’一一井が一一一池炭鉱をてこに、田川炭鉱に代表的
一
九
一
六
（
大
正
二
年
〃
一九一八（大正七）年
一九一一○（大正九）年
〃
大源炭鉱
太平洋炭鉱
川
上
炭
鉱
石狩炭鉱
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にしめされるような筑豊地域への進出をなしたことは、とりもなおさず、その段階直前に諺一一一池炭鉱が産業資本として
確立するか、しつつあったことに他ならない。こうした筑豊への進出が一一一池炭鉱の産業資本確立期前後にあらわれ、ま
たそれが炭鉱の系列化の起点となったことは、独占への同時的移行の問題として検討する課題となろう。
（１） 
団琢磨は、田川炭鉱の買収に際して「田川デナクトモ、筑豊ニドウシーアモ一一一池ノ予備ヲ作ツテオヵナヶレバナラヌ」
と語っている。この言葉から、一一一井の石炭部門の中で一一一池炭鉱は中核であったことがわかるが、同時にそれを補足する
体制というものが考えられていた・その補足は、一つは単純な出炭量の補足である。もう一つは、八幡製鉄を中心とし
た製鉄部門との関連で、どうしても筑豊に拠点をもたなければならないという考え方からでているものである。こうし
た団の認識をこの線上で一歩・一一歩と進めたものが、北海道、外地への進出ということになる。その意味から、一一一池炭
鉱の確立は、一一一弁鉱山の石炭部門の独占の重要なステップとなったと結論づけてさしつかえない。こうした視角から北
海道、中国大陸への三井鉱山の進出の分析をする必要があるが、それらは、続稿にゆずることとしたい。
次に、独占段階における一一一池炭鉱の問題と関連して、大牟田における重化学工業の成立について、簡単にふれておき
たい。石炭産業以外の重工業の独占段階の指標については、さきにも一般的にふれたが、諸機械の電力化をもって独占
段階の一指標としている・一一一池炭鉱においても坑内において、一部の労働過程に電力が導入される問題について分析し
た。しかし、みずからエネルギーである石炭を産出していることから、電力導入を中心的な指標とはしにくい。こうし
た事情から、それにかわる指標として、石炭の化学的利用について、以下若干検討しておきたい。
一一一池炭鉱は、一九○○年代後半以後、従来産出炭の多くを中国市場に輸出していた状況から、国内の工場用その他へ
その需要を変化させた。一般的には、日露戦争およびその後にみられた国内産業、とくに消費資料生産部門の発展、
一九○○年代中ごろをその時期とする日本資本主義の確立が、その需要の変化をもたらした。こうした中で、一九一○
7８ 
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一一一池炭鉱におけるコークス製造は官営期にフランス人技師ムーセの指摘によって開始され、払い下げ後も継続した。
一八九一一（明治一一五）年のビーハィブ式焦煤炉四窯の築造、’八九六（明治二九）年コッペー窯の築造など、順次その規
模が拡大され、また生産量も増大したが、いずれも副産物を採取しない、単なるコークス製造が主体であった。
この段階を脱したのは一九二（明治四四）年、・大牟田に建設されたコッパース炉六○窯によってである・コッパー
ス炉はコークス製造自体の合理化を促進しただけでなく、副産物の採取から重化学工業への手がかりを提示した意味で
（２） 
重要である。その直前の一九一○（明治四三）年の洋行のついて団は次のように語っている。
年代から日本においても、欧米からの先進技術の導入などによって化学工業の成立をみるのである。
以上を特殊に一一一池炭鉱でみるならば、払下げ前後からはじまるコークス製造、’九一○年代から本格化する一一一池染料
工業所、一九一四（大正一一一）年の一一一池製錬所の設立などの石炭消費産業およびその関連産業の形成の問題である。以下
それらを簡単に検討しておきたい。日本の化学工業は第一次大戦後、、とくに一九一一○年代になって本格化したので、こ
の時期はその形成期にあたる段階である。
コークス製造の際のガスを利用して発電を行う。その電力を利用して、同じ一一一井鉱山内の、例えば神岡鉱山産出の亜
一
四十一一一年ノ時ハ大分イロィロナ問題ガ起ツテキタ。一ツノ問題ハ副産物、石炭ノ副産物ヲ取ルトイフコトガ甚ダ顕著ニナッテ来
夕。ソレヵラ電気ノ応用ガ大分起ツテ来夕。ソレデ『ガス・エンジン』トイフモノガドイッデハ大分起ツテキタョウダシ、コークス
ノ窯ヲ造ルト『ガス・エンジン』ガー番先一一問題ニナル。余ツタガスデカヲ起スコトガ必要ニナル・今迄ハ蒸気ヲ焚イテ届ツタ・
『ガス・エンジン』ガ出来ルト、『ガス。エンジン』一一発電機ヲ付ケテ、ソノ電気カヲ使フトイフコトニナルノダカラ、ドウカ
『ガス・エンジン』ヲヤッテミタイモノダトイフコトガ｜ツノ用向』・
モゥーッハ亜鉛ヲドゥシテモモノニシテミタィ。（中略）今度、彼方へ行クニッイテハ一番主ナルポイントハガスト電気ノ応用
ト亜鉛ヲ主ニシナケレバナラヌ。
7９ 
鉛鉱の電気製錬を行うということである・コッパース炉を使用することによって、こうした重化学工業の方向が開拓さ
れたことは重要である・その意味では、一九二（明治四四）年のコッパース炉の建設は、本格的なコークス製造の開始
コッパース炉の運転開始以後、副産物採取としての染料部門は次第に本格化するが、染料工業全体としては、まだ輸
入に依存しており、一一一池の染料工業所も一九一○年代は赤字の連続であった。しかし、長期的な見通しのもとで投資が
続けられ、一九一八（大正七）年には一一一池染料工業所として独立し、さらに一九一一一○年代には一一一井化学社となり、よう
やく利益をあげられるようになった。このように、本格的な染料工業の発展は次代にゆずっているが、石炭消費産業お
よびその関連産業の展開の基礎が一九一○年代後半に、一一一池においてかためられたことを指摘しておきたい。
以上、一九一○年代後半以後の独占段階の問題に関連して、一つは一一一池炭鉱の一一一丼鉱山全体における位置づけ、とく
に一一一井鉱山による諸炭鉱の系列化をとりあげた。さらに、石炭消費産業としての重化学工業が、一一一池炭鉱を核として成
立する過程を簡単にとりあげた。独占段階を論じるためには、鉱区の独占、資本の集中。集積など、他に分析する重要
な課題があるが別稿にゆずることとして、一応本稿のまとめとする。
（１）「罰理事長談話速記・その一一一」（三井鉱山五十年史編纂資料）一○ページ。
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（１）「団理事長談話速記。その一一一」（三井鉱山五十年史婿
（２）「団理事長談話速記・その四」（同右）一二ページ。
（付記）本稿の史料はすべて一一一井文庫所蔵「一一一井鉱山五十年史稿本類」より引用した。その閲覧にあたっては、一一一井鉱山株式会社
より御便宜をえた。また、本稿は一九七一年一月、一一一井文庫定例研究会での報告を加筆・修正したものである。研究会その他の
機会に、一一一井文庫研究員の方々から多くの助言をいただいた。付記して、感謝の意を表したい。
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